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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

(1)連結経営指標等      

売上高（千円） 8,931,470 11,367,674 10,775,549 9,364,232 10,957,381 

経常利益（千円） 1,856,573 2,024,547 1,465,444 844,772 1,809,921 

当期純利益（千円） 859,218 1,183,135 922,824 458,423 1,171,239 

純資産額（千円） 7,305,127 6,969,578 6,705,918 6,612,473 7,591,280 

総資産額（千円） 10,873,238 11,567,250 10,794,250 9,194,327 10,324,842 

１株当たり純資産額（円） 61,305.20 58,860.21 57,252.42 57,138.06 65,820.54 

１株当たり当期純利益(円) 7,210.63 9,946.66 7,851.22 3,926.00 10,131.31 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益(円) 
7,210.63 9,946.66 － － 10,126.32 

自己資本比率（％） 67.2 60.3 62.1 71.9 73.5 

自己資本利益率（％） 14.0 16.6 13.5 6.9 16.5 

株価収益率（倍） 78.36 25.13 31.33 48.14 47.08 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(千円) 
1,598,909 689,216 202,392 534,895 1,653,345 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(千円) 
△531,558 △2,361,665 31,093 1,187,789 962,338 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(千円) 
△385,539 1,309,699 △341,707 △1,446,259 △1,621,868 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
4,055,651 3,689,924 3,579,241 3,822,079 4,817,482 

従業員数（人） 371 497 556 538 481 

 



 （注）１．消費税等については、税抜処理によっております。 

２．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（千円） 8,579,363 10,946,050 10,667,319 9,267,524 10,846,252 

経常利益（千円） 1,779,280 1,889,910 1,524,119 893,800 1,813,755 

当期純利益（千円） 822,686 1,096,841 907,442 578,546 1,019,260 

資本金（千円） 1,421,815 1,421,815 1,421,815 1,421,815 1,421,815 

発行済株式総数（株） 119,160 119,160 119,160 119,160 119,160 

純資産額（千円） 7,226,336 6,968,490 6,643,944 6,620,127 7,444,656 

総資産額（千円） 10,653,370 11,426,632 10,711,050 9,192,932 10,156,856 

１株当たり純資産額（円） 60,643.98 58,851.02 56,723.31 57,204.20 64,549.23 

１株当たり配当額 

(１株当たり中間配当額)（円）

2,200 

（   －）

3,150 

（   －）

2,700 

（   －）

2,700 

（   －）

2,700 

（   －） 

１株当たり当期純利益(円) 6,904.04 9,221.18 7,720.35 4,954.75 8,816.68 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益(円) 
6,904.04 9,221.18 － － 8,812.33 

自己資本比率（％） 67.8 61.0 62.0 72.0 73.3 

自己資本利益率（％） 13.6 15.5 13.3 8.7 14.5 

株価収益率（倍） 81.84 27.11 31.86 38.15 54.10 

配当性向（％） 31.9 34.0 34.9 54.0 30.6 

従業員数（人） 336 473 541 533 475 



２【沿革】 

年月 沿革 

平成元年11月 鹿児島県鹿児島市に、オープンシステムのコンサルティング業務を主目的として、フューチャー

システムコンサルティング株式会社を設立。 

平成２年９月 東京都中央区に本社（東京オフィス）を移転。 

平成４年５月 東京都港区に本社（東京オフィス）を移転。 

平成６年１月 岡山県岡山市に岡山オフィスを設置。 

平成６年10月 東京都品川区に本社（東京オフィス）を移転。 

平成８年５月 福岡県福岡市博多区に福岡オフィスを設置。 

平成９年１月 米国カリフォルニア州サンタクルーズに米国現地法人Future Architect,Inc.(当社出資比率 

100％）を設立。 

平成11年１月 東京都渋谷区にフューチャーフィナンシャルストラテジー株式会社（当社出資比率100％）を設

立。 

平成11年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成12年２月 東京都渋谷区に本社（東京オフィス）を移転。 

平成13年７月 鹿児島県鹿児島市与次郎に鹿児島オフィスを移転。 

平成14年６月 東京証券取引所市場第一部上場。 

平成15年10月 神奈川県横浜市西区に横浜オフィスを設置。 

平成16年９月 イギリス駐在事務所を設置。 

平成17年３月 岡山県岡山市の岡山オフィスを閉鎖。 

平成17年６月 東京都渋谷区にフューチャーインベストメント株式会社（当社出資比率100％）を設立。 

平成17年10月 中国上海市に上海用友幅馳信息諮詢有限公司（当社出資比率40％）を設立。 

平成18年１月 大阪府大阪市中央区に大阪オフィスを設置。 



３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社３社及び関連会社２社で構成され、「ＩＴコンサルテ

ィングサービス」及び「ハードウェア等プロキュアメントサービス」を顧客に提供しています。 

この２つのサービスを拡充するために、「サービスの提供」機能の他に、「研究開発体制の強化」、「特定業種へ

のコンサルティング機能強化」及び「新規マーケットの開拓」等の各機能別に計画的に関係会社を設立、運営してい

ます。 

当社グループを機能別に区分すると、以下の通りです。 

 <機能別会社別業務内容> 

 （注）１．アイティーエージェント株式会社については、当連結会計年度において保有する株式の全てを売却したた

め、関連会社に該当しなくなりました。 

２．平成17年10月27日に上海用友幅馳信息諮詢有限公司を設立し、40％を出資しております。 

３．平成17年12月６日に株式会社ディー・ワークスの第三者割当増資を引き受け、関連会社としております。 

事業の系統図は、以下の通りです。 

 <事業系統図> 

機能 会社名 業務内容 

ＩＴコンサルティング

サービス及びハードウ

ェア等プロキュアメン

トサービスの提供 

フューチャーシステムコンサ

ルティング株式会社（当社） 

最先端のＩＴを駆使し、中立・独立の立場からＩＴコンサ

ルティングサービス及びハードウェア等プロキュアメント

サービスの提供、並びに当社グループへのコーポレート機

能の提供 

研究開発体制の強化 
Future Architect,Inc. 

（子会社） 
米国の最新ＩＴに関する調査・研究・開発等 

特定業種へのコンサル

ティング機能強化 

フューチャーフィナンシャル

ストラテジー株式会社（子会

社） 

金融機関向けコンサルティング及び金融技術に関する研

究・調査 

投資・運用 
フューチャーインベストメン

ト株式会社（子会社） 
有価証券の保有、運用、投資業務 

新規マーケットの開拓 
株式会社ディー・ワークス(関

連会社)(新規) 
ウエブサイトアクセス解析ツールの開発及びＡＳＰ事業 

海外マーケットの開拓 
上海用友幅馳信息諮詢有限公

司（関連会社）(新設) 

中国市場において、小売業や流通サービス事業に対しコン

サルティングサービスの提供 





 当社グループは、顧客の抱える経営上の課題を経営者の視点で共有し、顧客のビジネスの本質を理解したうえで、先進

ＩＴを駆使した情報システムを構築することで問題を解決していくためのコンサルティングサービスを提供しています。

 当社グループの事業の特徴は、当社創業以来特化している次世代情報システムの基軸となるオープンシステムのパフォ

ーマンスを最大に引出すため、ハードウェアベンダーやソフトウェアベンダーに依存しない中立の立場から最適を追求し

てゆくこと及びＩＴ戦略からシステムオペレーションまで一貫したサービスを提供していることにあり、その内容は以下

の通りです。 

〈売上構成比率〉 

区  分 事 業 内 容 脚注 

売上高比率（％） 

 当連結会計年度 
（自 平成 17年１月１日 
至 平成 17年12月31日）

ＩＴコンサルティ

ングサービス 

ＩＴ戦略コンサルティング 

ＩＴアーキテクチャーコンサルティング 

アプリケーションソフトウェアデザイン＆ディベロップメン

ト 

ネットワークコンサルティング＆インプリメンテーション 

システムオペレーションコンサルティング＆サポート 

(注）１

(注）２

(注）３

(注）４

(注）５

93.8 

ハードウェア等プ

ロキュアメントサ

ービス 

ハードウェア・ソフトウェアプロダクトプロキュアメントサ

ービス 
(注）６ 6.2 

合計   100.0 

（注） １．ＩＴ戦略コンサルティング 

  
顧客の経営戦略実現のために、ビジネス、ＩＴの両面から課題を明らかにし、あるべき姿をデザインいたし

ます。 

  ２．ＩＴアーキテクチャーコンサルティング 

  

ＩＴ戦略コンサルティングをベースにして、変化するビジネスニーズや進化するＩＴに対応できる柔軟性の

ある情報システムの基本構造（ＩＴアーキテクチャー）をデザインします。また、システムを構成するハー

ドウェア・ソフトウェアプロダクトに関する技術要素をベンダーに対し中立的な立場から評価したうえ、最

適なプロダクトの選定支援も併せて行います。 

  ３．アプリケーションソフトウェアデザイン＆ディベロップメント 

  
ＩＴアーキテクチャーをベースに、あるべきビジネスプロセスを実現するアプリケーションソフトウェアを

デザインし開発します。 

  ４．ネットワークコンサルティング＆インプリメンテーション 

  

大規模情報システムの重要な構成要素であるネットワークについて、単に伝送路としてでなく、戦略性に富

んだ神経網として位置づけ、ビジネスで発生するデータのロケーション、データの発生頻度、レスポンス、

コストの４つの観点から最適なネットワークアーキテクチャーをデザインし構築を行います。 

  ５．システムオペレーションコンサルティング＆サポート 

  
情報システム導入後のスムーズな運用と運用コスト削減のための体制や仕組みのコンサルティング及び管

理・監視システムのデザイン・構築を行います。 

  ６．ハードウェア・ソフトウェアプロダクトプロキュアメントサービス 

  

顧客がハードウェア・ソフトウェアプロダクトを購入するに当たって、当社グループを通じて購入した方が

メリットが大きいと判断されたときは、当社グループが顧客に代わってベンダーに対し技術的な交渉を行

い、ハードウェア・ソフトウェアプロダクトを調達するとともに、インストール・設置等の導入支援を行い

ます。 



４【関係会社の状況】 

(1)連結子会社 

 （注）１．上記子会社は、特定子会社に該当していません。 

２．上記子会社は、有価証券届出書・有価証券報告書とも提出していません。 

３．上記子会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合がそれぞれ100

分の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略しています。 

(2)持分法適用関連会社 

 （注）アイティーエージェント株式会社については、当連結会計年度において保有する株式の全てを売却したため、関

係会社でなくなりました。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主な事業内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借等 

当社 
役員 
（人） 

当社 
従業員 
（人） 

フューチャーフィ

ナンシャルストラ

テジー株式会社 

東京都渋谷

区 
30,000 

金融機関向けコ

ンサルティング

及び金融技術に

関する研究・調

査 

100.0 2 1 なし 

金融関連コン

サルティング

及び研究開発

委託 

オフィス

及び器具

備品の賃

貸 

Future Architect,

Inc. 

米国 

カリフォル

ニア州 

16,558 

(139千米ドル) 

アメリカの最新

ＩＴに関する調

査・研究・開発

等 

100.0 3 - なし なし なし 

フューチャーイン

ベストメント株式

会社 

東京都渋谷

区 
10,000 

有価証券の保

有、運用、投資

業務 

100.0 3 1 なし 

株式の保管・

運用及び投資

業務 

オフィス

の賃貸 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主な事業内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借等 

当社 
役員 
（人） 

当社 
従業員 
（人） 

株式会社ディー・

ワークス 
東京都港区 25,000 

ウエブサイトア

クセス解析ツー

ルの開発及びASP

事業 

50.0 - 2 なし 
解析ツールの

共同開発 
なし 

上海用友幅馳信息

諮詢有限公司 
中国上海市 

28,703 

(247千米ドル) 

中国市場におけ

るコンサルティ

ングサービスの

提供 

40.0 2 - なし 

中国市場にお

けるITコンサ

ルティングサ

ービスの提供 

なし 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１.上記従業員数は、就業員数（当社から社外への出向者及び派遣スタッフを除く）を表示しています。 

２.従業員数が前連結会計年度末に比し、57名減少しましたのは、開発フェーズのプロジェクトが減少したこと

にあわせ、新卒・キャリア採用ともに新規採用を大幅に抑制したこと等によるものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．上記従業員数は、就業員数（当社及び子会社からそれ以外の会社への出向者及び派遣スタッフを除く）を表

示しています。 

２．従業員数が前会計年度末に比し、58名減少しましたのは、開発フェーズのプロジェクトが減少したことにあ

わせ、新卒・キャリア採用ともに新規採用を大幅に抑制したこと等によるものであります。 

３．平均年間給与は、賞与を含んでいます。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、労使関係は良好です。 

  平成17年12月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

ＩＴコンサルティングサービス 430 

営業及び管理部門 51 

合計 481 

 平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

475 32.7 4.0 7,949,173 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度の業績は、 

となりました。当連結会計年度の業績において特記すべき事項は、以下の通りです。 

１. 平成17年度の後半から景気回復の兆候が顕著となり、民間セクターの投資意欲が高まる中で、平成17年３

月より導入した新組織が有効に機能し、またプロジェクトの品質向上のための教育等の内部努力が奏効し、

当社の受注も特定顧客に過度に依存することなく顕著に推移し、当連結会計年度末における顧客状況は、新

規顧客56社(前年同期70社)、既存顧客51社(前年同期34社)と合計で107社(前年同期104社)となっておりま

す。 

２. 堅調な受注を反映し、前連結会計年度から引き続いた稼働率の低下も第２四半期にはほぼ計画値に回復

し、当連結会計年度の売上高は10,957百万円、経常利益は1,809百万円となりました。 

３. ＩＴコンサルティングサービス売上高は、前年同期比約21％増加し、金融など若干減少した業種はあるも

のの、全体的に幅広く増加し、業種別の観点からは概ね予定通りの実績をあげております。 

４. ＩＴコンサルティングサービスをその目的別にみると次のようになっております。 

① ＩＴによる経営改革あるいは経営刷新を指向する企業ニーズに対しては、当社のリアルタイム処理ミド

ルウェアコンポーネント群やダウンサイジングメソドロジーを活用して、ＩＴコストの大幅な削減を実

現しながら、リアルタイムプラットフォームを構築しており、全体の52％の売上を占めております。 

② 専門性の高いソリューションの導入を求める企業ニーズに対しては、金融機関向け融資支援システム、

ＥＡＩ(Enterprise Application Integration)、システム間インターフェース基盤のソリューションの

導入を主体として全体の21％の売上を計上しております。 

③ Ｍ＆Ａ戦略を支援するシステムに関する売上は全体の12％であり、企業の再編を効率的に推進するグル

ープ間での統一的なシステムインフラの構築や再生の鍵を握るＩＴの全体構成の検討等を実施しており

ます。 

④ 急成長の企業はＩＴがボトルネックになることが多いため、今後の成長に柔軟に対応できるスケーラブ

ルな構造のシステム導入を図っており、全体の約10％の売上を占めております。 

５. 投資有価証券の売却益666百万円、販売用ソフトウェア等の減損による償却費や自社利用ソフトウェアの除

却損等の損失合計477百万円を特別損益の部に計上しております。 

(2)キャッシュ・フロー 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 業績が増収増益となったことを受け税金等調整前当期純利益＋1,999百万円（前年比＋1,249百万円）、売掛債

権の増減額△899百万円（前年比△1,111百万円）及び仕入債務の増減額＋283百万円（前年比＋480百万円）とな

りました。 

 また市場販売目的のソフトウェアの販売計画を保守的に見直したこと等によるソフトウェア償却費の計上等に

より、減価償却費は688百万円となりました。 

 この結果、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,653百万円（前年比＋1,118百万円）と

なりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度は、有形固定資産の取得による支出△121百万円（前年比△34百万円）、無形固定資産の取得

による支出△75百万円（前年比＋702百万円）及び投資有価証券の取得による支出△107百万円(前年比＋63百万

円)等の投資を実施するとともに、投資有価証券の売却による収入＋975百万円(前年比△1,467百万円)及び貸付

金の回収による収入＋300百万円(前年比＋300百万円)等の回収を実施致しました。 

 この結果、当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、962百万円(前年比△225百万円)となりま

した。 

 売上高 10,957百万円（前年同期比 17.0％増） 

 経常利益 1,809百万円（前年同期比 114.2％増） 

 当期純利益 1,171百万円（前年同期比 155.5％増） 



③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額△650百万円(前年比△400百

万円)、長期借入金の返済による支出△566百万円(前年比－百万円)、配当金の支払△312百万円(前年比＋3百万

円)及び自己株式の取得による支出△93百万円(前年比＋220百万円)により、△1,621百万円(前年比△175百万円)

となりました。 

④現金及び現金同等物の期末残高 

 これら営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フロー等による現金及び現金同等物の増加額995百

万円により、現金及び現金同等物の期末残高は4,817百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 （注） 金額は、ＩＴコンサルティングサービスは原価、ハードウェア等プロキュアメントサービスは仕入価格及び原

価によっております。 

(2)受注状況 

(3)販売実績 

（注） 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。 

<主要顧客別売上状況> 

（注） 前連結会計年度は、主要顧客に該当する企業がないため記載しておりません。 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

ＩＴコンサルティングサービス 

（千円） 
4,984,859 115.7 

ハードウェア等プロキュアメントサー

ビス（千円） 
585,084 75.8 

区分 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比(％) 
受注残高 
（千円） 

前年同期比(％) 

ＩＴコンサルティングサービス 10,748,098 126.6 2,044,109 129.7 

ハードウェア等プロキュアメン

トサービス 
1,030,883 115.4 358,985 6,388.8 

合計 11,778,982 125.5 2,403,095 152.0 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

ＩＴコンサルティングサービス 

（千円） 
10,279,863 121.3 

ハードウェア等プロキュアメントサー

ビス（千円） 
677,517 76.1 

合計（千円） 10,957,381 117.0 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

曙ブレーキ株式会社 － － 1,446,589 13.2 



３【対処すべき課題】 

①プロジェクトのマネジメント強化と支援体制の構築 

基幹系システムの再構築プロジェクトは従来と比べて大規模化しているため、高度なプロジェクトマネジメント

能力の養成を図ることが求められています。一方、設計・開発技法の更なる洗練及び標準化を推進していくととも

に、プロジェクトのシステム稼動まで、または稼動後の保守運用までにおいて、プロジェクトで発生する全ての課

題に対し、予防的に密着型の支援体制を強化して参ります。 

②プロジェクトに共通の設計・開発技法についての研究開発活動 

プロジェクトに共通の設計・開発技法については、既に実装段階であり、生産性向上に寄与していますが、中期

的な技術優位性を確保すべく応用範囲拡大にむけた研究開発を継続し、そのナレッジを共有して社内への浸透を図

って参ります。 

③プロフェッショナルとしての人材確保・育成及び外部アライアンス強化 

プロジェクトが大規模化する中で、従来にも増して質の高い人材の確保及び育成が鍵となります。当社グループ

では、情報技術の最先端を追究することで優秀な人材を積極的に引き付ける磁場を創造していきたいと考えていま

す。また、プロジェクトの局面に応じて適切な外部パートナーがタイムリーに参加できる方向でアライアンス強化

に取り組んで参ります。 



４【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある主な事項

を以下に記載しています。 

 また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しています。当社グループは、これ

らのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に務めています。 

 尚、文中における将来に関する事項は、平成18年3月24日現在において当社が判断したものです。 

(1)事業の内容及び業界動向 

当社グループは、顧客の抱える経営上の課題を経営者の視点で共有し、顧客のビジネスの本質を理解したうえ

で、実践的な高い技術力により先進ＩＴを駆使した情報システムを構築することで、課題を解決していくＩＴコ

ンサルティングサービスを提供しています。 

 当社グループの事業の第一の特徴は、次世代情報システムの基軸となるオープンシステムに創業以来特化し、

そのパフォーマンスを最大限引出すためにハードウェアベンダーやソフトウェアベンダーに依存しない中立の立

場を保持し、最適化を追求していることです。 

 第二の特徴は、ＩＴ戦略コンサルティングフェーズからシステムの設計、アプリケーションソフトウェア開

発、ハードウェア・ソフトウェアプロダクトの選定・調達、教育・運用フェーズまで一貫したサービスを提供し

ていることです。これは、コンサルティングの結果を、概念ではなく、システムの形に具現化することが、顧客

の満足度を向上させることになると考えているためです。 

 このように、ＩＴとビジネスを実践的かつ効果的に融合させることで顧客の経営改革、経営課題の解決をシス

テム構築に至るまでを一貫して執り行う、当社グループのユニークなＩＴコンサルティングサービスに対する顧

客からのニーズは、リアルタイム時代の進展、基幹系システム再構築（大規模ダウンサイジング）への需要の高

まり及び企業再生・再編、統合の加速化等の背景から、引続き強いと見込まれます。そのため、当社グループの

ビジネスチャンスも今後益々拡大していくものと期待しておりますが、一方で当社グループを取り巻くＩＴ業界

では技術変革に伴うリスク等も否定できません。 

 当社グループの事業には、下記に記載するような事業等のリスクがあります。 

(2)経済情勢と事業環境 

日本経済は平成17年下期から、景気の回復感が強まり、原油価格を始めとする原材料価格の高騰や将来の金利

引上げの不安はあるものの、輸出関連需要と設備投資の拡大が続き、個人消費も回復の兆しが強くなっておりま

す。 

 ＩＴ業界においては、ＩＴに対する顧客ニーズが高まる中で、優秀な人材の確保が課題となってきており、当

社グループを取り巻く競争環境もコンサルティング機能面の優劣だけではなく、デリバリー力の優劣も加わるよ

うになることが予想されます。 

 こうした背景の中で、競争力の確立に強い意欲を持つ先進的な企業に対して、当社グループが昨年より継続し

てきたプロモーション活動が徐々に結実する過程において、業種別プラットフォームの展開やダウンサイジング

における技術的なノウハウの蓄積について、改めて自社グループの優位性を確信するとともに、人材の育成やプ

ロジェクト・マネジメントの高度化等の内部強化を着実に行い、レガシーシステムからオープンシステムへの本

格的な移行期に、ユーザー企業と一体となって経営改革を推し進めていく所存であります。 

 また、当社グループの優位性を一層高めるための施策についても継続的に実施していきます。 

(3)事業展開の状況及び見通し 

このような経済情勢の下で、当社グループは単なる機能の実現ではなく、経営刷新を目的として基幹系システ

ムの再構築を行うもの、専門性の高いソリューションを導入することにより差別化や合理化を実現するもの、企

業の再生や再編のキーとしてＩＴの導入を考えるもの、あるいは、急成長を支える基盤としてＩＴの整備を行う

もの等々の多岐に亘る企業ニーズを経営とＩＴを融合させることにより実現することを目指して事業展開を行っ

ております。 

 そのために、過去に培った経験を企業の資産としてノウハウ化し、またコンポーネント化して業種内あるいは

類似業種に横展開する体制を整えております。 



また、関係会社による事業展開については、当社グループの投資活動を機動的・弾力的に執行し、運営管理し

ていくために、平成17年６月１日に「フューチャーインベストメント株式会社」を設立し、平成17年10月27日に

中国上海に現地企業と合弁(当社持分割合40％)で「上海用友幅馳信息諮詢有限公司」を設立し、平成17年12月６

日には「株式会社ディー・ワークス」の50％の持分を取得し、関連会社としました。関連会社アイティーエージ

ェント株式会社については、平成17年９月に保有株式の全てを売却し、事業整理損を計上しております。関係会

社による事業展開も今後も鋭意検討していく方針ですが、会社整理・再編等に伴い損失が発生する可能性があり

ます。 

(4)技術革新への対応 

当社グループは、創業以来、先端のＩＴ、ネットワーク技術を駆使し、特定のプロダクトに依存しないオープ

ンシステムに特化しています。また、当社グループは、全てのベンダーに対し中立的立場に立ち、顧客にとって

最適なプロダクトの選択に努めていますが、過当競争に伴いベンダーの淘汰が進行し、選択肢が狭まる可能性が

あります。 

 当社グループは、競争力の増強・確保のためにＩＴを中心とした最先端技術の研究・導入に注力する必要があ

ります。そのため、当社グループでは、当社のコアテクノロジー部門を中心にソフトウェア及びハードウェアの

最新情報の収集を行っています。しかし、新技術への対応が遅れる可能性もあり、その場合には当社グループの

競争力が低下することが予想され、その結果、今後獲得する受注が減少する可能性があります。 

(5)研究開発活動 

近年、顧客企業を取り巻く経済環境の変化は激しさを増し、またＩＴの技術進歩もスピード・アップしている

ことから、顧客企業の情報システムも陳腐化が加速しています。このため、将来を見据えた先進的なシステムを

より短期間で開発することが、当社グループにも求められています。この様な状況を踏まえ、当社グループでは

各種のコンポーネントや開発支援ツールを必要かつ充分な範囲に絞って準備しています。 

 これらのコンポーネントや開発支援ツールを利用することによって、実際のシステム開発において品質の向上

や生産性の改善に大きな効果が現れており、これらは既に実装、活用の段階に入っていると言えます。しかし、

ＩＴにおける技術革新は日進月歩で進んでおり、また顧客ニーズもより高度化、複雑化していることから、これ

らに的確に応えて行くためには、当該コンポーネントや開発支援ツールに新しい技術要素を取り込むことによ

り、短い開発期間で高い品質のシステム開発を可能にするだけではなく、分散化等による更なる処理性能の向

上、管理の集中化によるメンテナンスの容易化の実現、インターフェイスの標準化による他システムとのスムー

ズな連携の確保等に継続的に取組んでいく必要があります。 

 また、これまで培ったノウハウ等を効果的、効率的に活用可能にするため、業種別プラットフォームモデルに

ついても拡充する必要があります。 

 当社グループは、今後もこのような研究開発活動に更に注力していきます。また、そのために、このような研

究開発活動を推進する優秀な人材の確保についても更に注力していきます。しかし、このような人材を確保でき

ない、若しくは研究開発活動が不調に終わる可能性があり、その場合当社グループの優位性に影響が出る可能性

があります。 

(6)プロジェクトの大規模化 

顧客企業の規模が拡大傾向にあることに加えて、顧客の情報系・基幹系を含めたシステム全体を、オープン系

技術を駆使して再構築するプロジェクト（大規模ダウンサイジングプロジェクト）のニーズ拡大や当社グループ

売上高に占める当該割合が高まってきていることから、プロジェクトが大規模化しています。このような大規模

プロジェクトを成功に導き顧客の満足を獲得するためには、高度なプロジェクトマネジメントスキルが必要にな

ります。 

 当社グループは、大規模プロジェクトに対して経験豊富なプロジェクトリーダーを配置し、プロジェクトの重

要な進捗段階毎で専門分野別のレビュー責任者から構成されるプロジェクトレビューミーティングを重点的に実

施し、問題点を早期に把握して対処するよう努めています。しかしながら、プロジェクトの大規模化に伴うリス

クが増大することは避けられないことから、顧客に満足して頂ける品質水準に達するまでに、契約時点では予見

不能な追加コストが発生する可能性があります。また、仕様変更を含む種々の要因により納期のリスケジュール

が発生し、期間の売上及び利益に影響を与える可能性があります。 

 また、大規模プロジェクト終了時には大量のコンサルタントのアサイン変更が集中して発生することから、タ

イムリーなアサイン変更ができない可能性もあり、その結果、期間の売上及び利益に影響を与える可能性もあり

ます。 



更に、当社グループでは、顧客へ提供したサービスに起因した損害が顧客に生じることがないようサービスの

品質と納期を維持することに最大限注力していますが、結果として、顧客から損害賠償請求やクレーム等を受け

た場合、損害賠償の限度額は設定されているものの、損害賠償に加えて弁護士等の費用や当該案件に関わる社内

リソースの投入に係る費用が発生する可能性があります。 

(7)プロジェクトマネジメント 

プロジェクトの大規模化に伴いその影響額も大きくなることからプロジェクトマネジメントの重要性が増加し

ていることは上述の通りでありますが、プロジェクトマネジメントは全てのプロジェクトで重要であり、プロジ

ェクト・コントロール強化が当社グループに不可欠な課題であることは間違いありません。 

 当社グループは、プロジェクト・コントロール強化のために、プロジェクト統括本部によるプロジェクトレビ

ュー体制を強化しており、且つ、厳格に運用しています。 

 また、現在の標準プロジェクト推進手法を統合、拡張、進化させ、世界標準のモデル・フレームワークとも整

合した品質管理手法の確立、適用に加えて、プロジェクト情報共有システムによるナレッジの共有化及びプロジ

ェクトマネジメントに関する教育・研修を推し進めています。 

 しかし、プロジェクトに関わるリスクをゼロにはできないことから、当社グループのプロジェクトマネジメン

トがうまく機能せず、結果として、プロジェクトの採算が悪化する可能性があります。 

(8)パートナーとの連携 

当社グループは、自身の人材の確保及び育成に注力していますが、一方でプロジェクトを成功させるために

は、プロジェクトの各局面に応じてタイムリーに適切なパートナーを確保することも必要と考えています。その

ため、パートナーとの関係を強化し、柔軟に事業規模の拡大が図れるような仕組み作りに取り組んでいます。そ

の一環として、当社グループの経営方針に賛同して頂けるパートナーには、当社グループ独自の設計手法や開発

手法に関わる教育研修を受けて頂くこと等により、システム開発の品質や生産性が向上するよう努めています。

 しかしながら、プロジェクトに対するパートナーの関与割合が高まった場合には、顧客に満足して頂く品質水

準に達するまでに、契約時点では予見不能な追加コストが発生する可能性があります。 

(9)人材の確保及び育成 

当社グループは、人材の確保及びその後の育成に注力しており、平成17年12月期において、採用費として95百

万円、研修費として103百万円をそれぞれ計上しています。今後も人材の確保及び育成に注力する方針ですが、

これが不調に終わった場合には、当社グループの成長性が阻害される可能性があります。 

 また、人員の増加に伴い固定的な人件費等も増加するため、固定的費用の増加を上回る受注を獲得できない場

合には業績が悪化する可能性があります。 

(10)特定顧客への依存 

当社グループでは、企業規模の制約から大型プロジェクトが社内外の人材投入のピークとなる開発フェーズに

移行した場合などに、一時的に売上全体に占める特定顧客への売上高依存割合が高まる場合があります。 

当社グループは、分割受注を行っているため、支払の延滞、信用力の低下などがあった顧客については、次のフ

ェーズに進行しないなどの対策がとれますが、顧客の業績の影響を一時的に受ける可能性があります。 

(11)情報セキュリティー 

当社グループは、技術情報はもとより経営に関する情報まで、クライアントが保有する様々な機密情報の開示

を受けます。 

 そのため、当社グループは「情報管理」を経営の最重要事項と位置付け、セキュリティー委員会の設置等、当

社グループ内情報管理体制の維持・強化、情報管理に対する社内啓発、教育、意識向上等の活動を推進する等、

様々な角度から機密情報の漏洩防止策を採っていますが、万一機密情報が漏洩した場合には、顧客から訴訟や発

注の停止など処置を受ける場合もあります。その結果によっては、当社グループの業績に大きな影響を与える可

能性があります。 

 また、個人情報については、当該情報の重要性を周知徹底するべく、専門プロジェクトを発足し、当社グルー

プの役員、従業員に対する啓蒙活動等を通じてその強化を図っています。また、当社はプライバシーマークの取

得申請を行っております。 



(12)品質保証引当金 

当社グループは、顧客に満足して頂ける品質水準を保証するという観点より、契約時ないし決算時には予見不

能であった役務を無償で顧客に提供することがあります。このため、顧客からの信頼、評価を受けやすい反面、

突発的なトラブルの発生、見積りと実際工数の差異等によって作業期間の延長や人員の追加投入があった場合、

そのコストについては、当社グループが負担する可能性があります。 

また、当社グループは、コンサルティングの目的や手段に関する顧客トップ層との認識の擦り合わせ、見積精度

の向上及び品質管理の徹底等を進めていますが、技術革新の著しい業界であるために予見不能な要素があり、追

加コストの発生を完全に抑えることは困難です。特にオープンシステムにおける技術革新のスピードは顕著で

す。 

 当社グループは、こうしたコスト発生に備えるため、過去の実績に基づき将来の原価発生見込額を引当計上す

る品質保証引当金を設定しています。品質保証引当金は当連結会計年度において125百万円を計上しています

が、状況によってはこの金額を超えて、損失が発生する可能性があります。 

(13)ソフトウェア 

（自社利用のソフトウェア） 

当社グループは、経営情報の充実化・業務効率化等のため、自社利用目的のソフトウェア開発を行っていま

す。当該ソフトウェアは、業務効率化による将来の費用削減効果を期待して計上しているものですが、業務の大

幅な改革等による急激な機能の陳腐化により減損対象となる可能性があります。 

（市場販売目的のソフトウェア） 

当社グループは、リアルタイム経営のためのプラットフォームの成功モデルを業種別に標準化するためのソフ

トウェア開発投資を行っており、将来的な受注獲得及びシステム開発の効率化を推進する方針です。当該ソフト

ウェアは、将来の受注獲得見込みを合理的に見積もったうえで計上していますが、マーケット状況の急激な変化

等により必ずしも将来の収益獲得に結びつかない可能性があります。 

(14)戦略的投資 

当社グループは、事業上の結びつき又は将来的な提携を視野に入れて投資活動を行っており、当連結会計年度

の当該目的による投資先数は20社（持分法適用関連会社２社を含む）であります。今後も引続き投資活動を行っ

ていく方針ですが、投資先の事業の失敗等に伴い投資額相当の損失を被る可能性があります。 

 また、投資先企業のうち５社が株式公開をしており、当連結会計年度では評価益が発生していますが、これら

の評価益が増減する可能性があります。 

 更に、投資先企業の今後の業績によっては、減損対象となることにより、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当する事項はありません。 

６【研究開発活動】 

  当社グループ（当社及び連結子会社）では、過度に人材に依存することなく、高い品質や生産性を安定的に実現

できるよう、システム設計構造の共通化や共通コンポーネントの整備に注力しています。また、グリッド・コンピ

ューティング、オートノミック・コンピューティングなど次世代技術の研究開発をはじめ、更には、オープン・シ

ステムにおいてパフォーマンスを左右するネットワーク技術やデータベース技術の開発にも力を入れています。当

連結会計年度の研究開発費の総額は676百万円となっており、主な内容は以下のとおりです。 

(1)設計構造の共通化及び共通コンポーネントの整備 

 ビジネス環境の変動が大きい今日においては、顧客の企業戦略を短期間で実現するＩＴソリューションが強く

求められています。当社グループでは、設計構造の共通化及び共通コンポーネントの整備を進めることにより、

その顧客ニーズに即応できる体制を整備しています。主な研究開発成果は、以下のとおりです。 

①リアルタイム統合フレームワーク（設計構造の共通化） 

 分散コンピューティングにおける通信手段、運用手段を共通化し、アプリケーションの標準化及び共通化を

実現する設計構造です。その構造的な特徴は、リアルタイム処理構造、情報の最小単位による設計構造、大規

模システムに適応した構造の３点にあります。今後の企業システムの中心となるサービス指向アーキテクチャ

ー（ＳＯＡ）に合致する、先進的設計思想を実現しています。特にグリッド・コンピューティング、オートノ

ミック・コンピューティングへの対応開発を進めています。 

②情報検索システム短期開発ツール＆コンポーネント 

 多様な顧客ニーズに対応できる情報検索システムの短期開発や検索処理の効率化を目的とした汎用検索ツー

ルと、そのコンポーネント群です。 

③マルチデータ交換モデル＆コンポーネント 

 外部ネットワーク上の他システムとのデータ連携を効率的に実現するゲートウェイシステムや集配信システ

ムと、そのコンポーネント群です。 

④画面・帳票短期開発フレームワーク＆コンポーネント 

 Ｊａｖａサーバーフェイシズ（ＪＳＦ）・リッチクライアントプラットフォーム（ＲＣＰ）といった最新技

術の適用により、ＷｅｂおよびＪａｖａアプリケーションによるユーザー・インターフェイスを統合開発する

ことを実現するフレームワークと、そのコンポーネント群です。 

⑤運用監視ツール 

分散されたシステムの運用及びアプリケーションの障害情報を一元管理する統合運用監視ツール群です。 

⑥ビジネスロジック構成管理ツール 

 業務アプリケーションのビジネスロジック、データベース及びユーザー・インターフェイスのプログラム開

発を補助し、構成を管理するツールです。定義からの自動生成を強化し、アスペクト指向（ＡＯＰ）・依存性

注入（ＤＩ）といった技術の応用により、仕様変更にも柔軟に対処可能にしています。 

⑦リソース管理ツール 

 開発ソースコードを一元管理し、変更・修正履歴とコードの関連をトレースするツールです。迅速な変更対

応を実現し、開発・適用工程における手戻りの発生を防止します。 

⑧モバイル対応コンテンツ管理ツール 

 携帯電話とＰＣのＷｅｂコンテンツ、およびメールの開発とサイト運用を管理するツールです。更新頻度が

高くセキュリティ上も優れたサイト構築・運営を低コストで実現可能にします。 

 以上の設計構造やコンポーネントの導入により、当社グループは、アプリケーションの標準化並びに共通化に

よるシステム品質の向上や、顧客ごとに作り込むアプリケーションの最小化による生産性の向上などを実現して

います。 

 また、顧客にとりましても、システム開発期間を大幅に短縮でき、最適かつ安定したシステムを最小のコスト

によって実現することが可能となっています。 



（2）グリッド及びオートノミクス・コンピューティング技術の開発 

  当社グループは、ホスト・サーバーやオフィス用ＰＣなど各種のコンピューター資源をバーチャル化し、全

体を有機的なシステムとして統合するグリッド・コンピューティング技術とオートノミクス・コンピューティン

グ技術に早くから着目し、それを業務用領域に応用するビジネス・グリッド・コンピューティングの研究開発を

続けています。平成15年のパイロット・プロジェクトの成功に続き、ビジネス・ユースへの本格的な展開が図れ

るよう、開発準備を推し進めています。平成16年・平成17年に一部の顧客案件において、グリッドの仕組みを応

用したソリューションにより、それまでメインフレーム上で行われていた処理のパフォーマンス向上・システム

コスト低減ともに大幅な改善を実現しています。 

（3）インフラ構築技術・ネットワーク技術の開発及び検証 

 企業システムには、そのインフラとしてネットワークが必須であり、その性能やコストはシステム全体のパフ

ォーマンスにも大きな影響を与えています。当社グループは最適かつ低コストでのネットワーク導入を推進する

ために、最新ネットワーク技術の調査・整理・検証、及び様々な顧客への導入を手がけています。また、ネット

ワーク上に構築されるシステムを構成する、ハードウェア、ソフトウェアの選定とインプリメントにおいても最

適を追求し、高パフォーマンス・低コストのシステム構築を実現しています。 

（4）セキュリティ・コンサルティング推進のための技術提供 

 昨今は、セキュリティに関するニーズも高まっており、当社グループは、単なるインフラ構築技術・ネットワ

ーク技術だけではなく、セキュリティ・コンサルティングも併せた技術提供が充分に行えるように準備を進めて

います。個人情報保護法への対応として、情報漏洩を防止・抑止する製品を活用した技術の検証、さらに活用方

法を含めて、セキュリティ・コンサルティングを推進する体制となっています。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループにおける経営成績及び財政状態の分析は、以下の通りです。 

 尚、文中における将来に関する記載については、平成18年3月24日に判断したものです。 

1.重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成していま

す。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を

与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しています

が、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

に記載していますが、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼ

すと考えています。 

(1)連結の範囲に関する事項 

フューチャーインベストメント株式会社については、平成17年6月1日に新設分割により分社したことから、当連

結会計年度より連結の範囲に含めております。 

(2)持分法の適用に関する事項 

アイティーエージェント株式会社については、当連結会計年度において株式の全部を売却し、関連会社でなくな

ったため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 また当連結会計年度中の持分あるいは株式の取得により、上海用友幅馳信息諮詢有限公司及び株式会社ディー・

ワークスが当連結会計年度より持分法適用関連会社となっております。 

(3)重要な資産の評価基準及び評価方法 

当社グループは戦略的投資を継続的に実施していますが、その他有価証券のうち時価のあるものについては、期

末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

により、時価のないものについては、移動平均法による原価法により評価しています。 

その他有価証券のうち時価のあるものについては、時価の変動により貸借対照表価額が変動するため、その結

果、純資産額が増減します。 

また、その他有価証券については、時価又は実質価額が著しく下落した場合には、回復する見込みがあると認め

られる場合を除き、当該時価又は実質価額まで減損処理を行います。将来、株式相場の下落及び投資先企業の業績

不振等により時価又は実質価額が下落し、回復する見込みがあると認められない場合には、追加的に減損処理を行

う可能性があります。また、将来、売却を行う場合には、現在の含み損益と実際に発生する売却損益が異なる可能

性があります。 

上記に関する見積り及び判断の下、投資有価証券の減損処理を行うこととしておりますが、当連結会計年度での

投資有価証券評価損の計上はありません。 

(4)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（自社利用のソフトウェア） 

当社グループは、経営情報の充実化、業務効率化等のため、自社利用目的のソフトウェア開発・導入を行って

います。自社利用目的のソフトウェアの開発・導入コストはソフトウェアとして無形固定資産に計上し、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法により減価償却を実施しています。 

自社利用目的のソフトウェアの資産計上に際しては、開発・導入したソフトウェアの利用により将来の収益獲

得又は費用削減が確実であるかどうかを慎重に判断したうえで計上していますが、将来、業務の大幅な変更、改

革等による急激な機能の陳腐化により減損対象となる可能性があります。 

（市場販売目的のソフトウェア） 

当社グループは、リアルタイム経営のためのプラットフォームの成功モデルを業種別に標準化するなど市場販

売目的のソフトウェアの開発を行っています。市場販売目的のソフトウェアの開発コストの一部はソフトウェア

として無形固定資産に計上し、見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額法の

いずれか大きい額を償却する方法により減価償却を実施しています。 

市場販売目的のソフトウェアの資産計上に際しては、将来の販売可能性について慎重に判断のうえ見込販売数



量についても慎重に見積もったうえで実施し、これを随時見直しています。しかし、マーケット状況の急激な

変化等により、当初見積もった見込販売数量を達成できず、減損対象となる可能性があります。 

(5)重要な引当金の計上基準 

（貸倒引当金） 

当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 回収見込額の見積りについては慎重な判断の下、合理的に実施していますが、前提条件の変化等により、追加

の貸倒損失等が発生する可能性があります。 

（品質保証引当金） 

当社グループが顧客に提供するＩＴコンサルティングサービスは、技術革新の著しいオープンシステムのコン

サルテーションまたはシステム開発であるため、契約時ないし決算時には予見不能な問題解決のための役務の提

供が不可避的に発生するケースがあります。当社グループが提供するＩＴコンサルティングサービスに関して、

顧客に満足していただける品質水準を保証するため、作業期間の延長や人員の追加投入等の役務提供を無償で実

施する場合があります。そこで、ＩＴコンサルティングサービスについて、売上計上後の追加原価の発生に備え

るため、過去の実績に基づき算出した発生見積額を品質保証引当金として計上しています。 

 品質保証引当金の計上に際しては、正確な現状認識の下、追加役務の工数見積りを慎重に行ったうえで発生見

積額を合理的に見積って実施していますが、前提となった条件の変化等により発生見積額と実際の発生額が異な

る可能性があります。 

 当社グループは、コンサルティングの目的や手段に関する顧客トップ層との認識の綿密な擦りあわせや見積精

度の向上、品質管理の徹底などを進めていますが、著しい技術革新のために予見不能な要素があり、追加コスト

の発生を完全に抑えることは困難です。特にオープンシステムにおける技術革新のスピードは顕著です。 

 当社グループは、こうしたコスト発生に備えるために品質保証引当金を平成17年12月期末において125百万円

計上しています。 

（事業整理損失引当金） 

当社グループは、関係会社等の事業整理により、当社及び連結子会社が負担することとなる損失に備えるた

め、各事業の状況を勘案し、個別に当該損失見込額を計上しています。 

 当連結会計年度は関連会社であるアイティーエージェント株式会社の実質的な事業の停止と株式の売却によ

り、事業整理損13百万円を計上しています。 

（役員賞与引当金） 

「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第13号）の規定に準拠

し、当連結会計年度より発生時に費用として引当金計上をしたうえで、定時株主総会で承認を頂く事にしており

ます。なお、前連結会計年度においては、役員賞与の引当金計上も、利益処分としての役員賞与もありませ

ん。   

(6)売上高及び売上原価の計上方法 

当社グループは、売上高のうちＩＴコンサルティングサービス売上について、プロジェクト毎に売上原価を発生

基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率（プロジェクト別見積総原価に対する実際発生原価の割合）に応

じて認識する方法である「進行基準」を採用しています。 

 進行基準の採用に当たっては、プロジェクト別原価の見積が契約時及び毎月末において合理的に可能であること

が前提であり、相応の見積精度があると判断していますが、今後とも見積精度の向上に努める方針です。 

 また、進行基準の採用により顧客に対する対価の請求を待たずに収益及び対応する債権が計上されるケースが発

生しますが、進行基準を採用していても、当社グループと顧客の間のサービス提供時期に関する認識の違いは、以

下の２つの理由により大きくないものと考えています。    

 第一の理由は、顧客満足度の向上のため、フェーズ毎に成果を顧客より評価頂き、顧客の要求と当社の意見・理

念を十分に調整したうえで次のフェーズを受託する形態を採っていることであり、第二の理由は、契約期間が比較

的短いこと及び基本的に月次の進捗状況に合わせてサービスの対価を請求・回収する契約を顧客と締結しているこ

とです。 



2.当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の比較損益計算書及び経営成績の分析は、以下の通りです。 

比較連結損益計算書（要約） 

(1)当連結会計年度の概況 

当社グループの当連結会計年度の概況については、１.業績等の概要(1)業績及び４.事業等のリスクをご参照下

さい。 

(2)売上高 

当連結会計年度の売上高は、10,957百万円（前年比1,593百万円、17.0％増加）となりました。 

 当連結会計年度の増加は、前年における積極的なプロモーション活動が功を奏し、当年売上につながったこと及

び新規受注優先の初期値引きが少なくなったことによります。 

 ＩＴコンサルティングサービス売上高のフェーズ別割合は、戦略フェーズ38％（前年同期30％）、設計フェーズ

21％（前年同期15％）、開発フェーズ35％（前年同期49％）、運用他フェーズ６％（前年同期６％）となっていま

す。 

(3)売上原価及び売上総利益 

当連結会計年度の売上原価は、5,562百万円（前年比484百万円、9.5％増加）となりました。 

 当連結会計年度の増加は、プロジェクトの稼働率上昇に伴う労務費及び外注費の増加によるものです。 

 その結果、売上総利益は5,394百万円（前年比1,108百万円、25.9％増加）となり、売上高総利益率も49.2％と前

連結会計年度の45.8％からさらに改善しています。 

(4)販売費及び一般管理費並びに営業利益 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、3,531百万円（前年比134百万円、3.9％増加）となりました。 

 当連結会計年度の増加は、主に金融関連業務の試験研究活動の増加によるものです。 

 その結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度を大きく上回り1,863百万円（前年比974百万円、

109.6％増加）となりました。 

(5)営業外損益及び経常利益 

当連結会計年度の営業外損益は、営業外収益15百万円、営業外費用68百万円を計上し、純額で53百万円の損失と

なりました。 

区分 
前連結会計年度 当連結会計年度 前年比 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）  増減率（％） 

売上高  9,364 10,957 1,593 17.0

 売上原価 5,078 5,562 484 9.5

売上総利益 4,286 5,394 1,108 25.9

 販売費及び一般管理費 3,397 3,531 134 3.9

営業利益 888 1,863 974 109.6

 営業外収益 17 15 △1 △10.3

 営業外費用 61 68 7 12.0

経常利益 844 1,809 965 114.2

 特別利益 410 666 255 62.2

 特別損失 505 477 △28 △5.6

税金等調整前当期純利益 749 1,999 1,249 166.5

 法人税、住民税及び事業税 287 952 665 231.6

 法人税等調整額 4 △125 △129 －

当期純利益 458 1,171 712 155.5



上記損失のうち57百万円は持分法適用による投資損失として、アイティーエージェント株式会社の損失を計上し

ておりますが、同社は、９月に株式全部売却を実施したことにより、以後関連会社から除外しております。 

 その結果、当連結会計年度の経常利益は1,809百万円（前年比965百万円、114.2％増加）となりました。 

(6)特別損益及び税金等調整前当期純利益 

当連結会計年度の特別損益は、特別利益666百万円、特別損失477百万円を計上し、純額で189百万円の利益とな

りました。 

 特別利益は、投資有価証券売却益666百万円を計上し、特別損失は、市場販売目的のソフトウェアの販売計画を

保守的に見直したこと等によるソフトウェア償却費357百万円、ソフトウェア除却損62百万円及び貸倒引当金繰入

額30百万円などを計上しております。 

 その結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は1,999百万円（前年比1,249百万円、166.5％増加）とな

りました。 

(7)法人税等及び当期純利益 

当連結会計年度の法人税は、法人税、住民税及び事業税952百万円、法人税等調整額△125百万円を計上し、純額

で827百万円を計上しました。 

 その結果、当連結会計年度の当期純利益は、1,171百万円（前年比712百万円、155.5％増加）となりました。 

3.経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの経営成績は様々な要因から影響を受けます。その中でも、経営成績に特に重要な影響を与える要

因は、以下の通りと考えています。 

①受注状況 

 当社グループの稼働率に重要な影響を及ぼし、受注状況が悪化した場合には稼働率が著しく低下し、その結

果として、当社グループの経営成績が悪化する可能性があります。 

 ②プロジェクトマネジメント  

 プロジェクトマネジメントがうまく機能しなかった場合、例え受注状況が順調であっても、契約当初には予

見していなかった追加コストが発生する可能性があります。  

尚、上記に記載した事項以外に、３.対処すべき課題及び４.事業等のリスクに記載している事項も経営成績に影

響を与えることが考えられます。 

4.戦略的現状と見通し 

 将来の企業のＩＴのあり方については、ＩＴをコストとして捉えてアウトソースしていく方向とＩＴを経営と表

裏一体として位置付けたうえで企業内コアとして留める方向の二極化に進むと予想しています。その結果、ＩＴ市

場では専門性の高いパッケージやソリューションしか残り得ないものと考えます。 

 当社グループは、このような将来的見通しのもと、どのようなシステムを提供していくかではなく、ＩＴを企業

内コアと考える緊密顧客との関係を一層強化していく戦略を採っていきます。 

 また、当社グループはオープンシステムで大量バッチ処理が十分に代替可能な処理方式を完成しており、今後、

大規模ダウンサイジングの需要は益々大きくなると考えています。今後も専門性の高いソリューションを提供して

いくことで、他社との差別化を図り、当社グループの存在感を示していきます。 



5.資本の財源及び資金の流動性について 

当連結会計年度の比較連結貸借対照表、比較連結キャッシュ・フロー計算書は、以下の通りです。 

比較連結貸借対照表（要約） 

区分 
前連結会計年度 当連結会計年度 前年比 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率（％） 

（資産の部）      

流動資産 5,549 7,184 1,634 29.5

現金及び預金 3,822 4,817 995 26.0

受取手形及び売掛金 1,101 2,001 899 81.7

その他 626 365 △260 △41.6

固定資産 3,644 3,140 △504 △13.8

有形固定資産 315 333 18 5.8

無形固定資産 981 421 △560 △57.1

投資その他の資産 2,348 2,385 37 1.6

資産合計 9,194 10,324 1,130 12.3

（負債の部）      

流動負債 2,113 2,733 619 29.3

買掛金 183 466 283 154.4

短期借入金 650 － △650 －

未払法人税等 51 847 796 1,555.0

その他 1,229 1,419 190 15.5

固定負債 468 － △468 －

長期借入金 468 － △468 －

負債合計 2,581 2,733 151 5.9

（少数株主持分） － － － －

（資本の部）      

資本金 1,421 1,421 － －

資本剰余金 2,495 2,495 － －

利益剰余金 3,292 4,151 858 26.1

その他有価証券評価差額金 366 577 210 57.5

為替換算調整勘定 △1 0 2 －

自己株式 △962 △1,055 △93 9.7

資本合計 6,612 7,591 978 14.8

負債、少数株主持分及び資本合計 9,194 10,324 1,130 12.3



  比較連結キャッシュ・フロー計算書（要約） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 前年比 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率（％） 

税金等調整前当期純利益 749 1,999 1,249 166.5

減価償却費  786 688 △97 △12.4

持分法による投資損益 43 57 13 30.6

投資有価証券売却損益  △399 △666 △267 67.0

投資有価証券評価損  3 － △3 －

売上債権の増減額 211 △899 △1,111 －

その他  △205 633 838 －

小計  1,190 1,846 656 55.2

法人税等の支払額  △645 △191 453 △70.3

その他  △10 △2 8 △80.0

営業活動によるキャッシュ・フロー 534 1,653 1,118 209.1

投資有価証券の売却による収入  2,443 975 △1,467 △60.1

貸付金の回収による収入 － 300 300 －

貸付けによる支出 △300 － 300 －

その他  △956 △313 642 △67.2

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,187 962 △225 △19.0

短期借入金の純増減額 △250 △650 △400 160.0

長期借入金の返済による支出 △566 △566 － －

その他  △630 △405 224 △35.6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,446 △1,621 △175 12.1

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 1 △4 △73.1

現金及び現金同等物の増加額（又は

減少額） 
282 995 713 252.6

現金及び現金同等物の期首残高 3,579 3,822 242 6.8

子会社の連結除外による現金及び 

現金同等物の減少額 
△39 － 39 －

現金及び現金同等物の期末残高 3,822 4,817 995 26.0



(1)財政状態の分析 

当社グループの当連結会計年度の財政状態の分析は、以下の通りです。 

①流動資産 

当連結会計年度の流動資産は、7,184百万円（前年比＋1,634百万円、29.5％増加）となりました。 

 当連結会計年度の主な増加要因は、現金及び預金の増加995百万円及び受取手形及び売掛金の増加899百万円で

す。このうち現金及び預金の増加の内訳は、(2)キャッシュ・フローの分析をご参照下さい。 

 また、現金及び預金4,817百万円については、営業資金の予備としての意味もありますが、当社の価値を高め

るための戦略的提携やシナジー効果の追求等を鋭意検討しています。財務政策については、(5)財務政策をご参

照下さい。 

②固定資産 

当連結会計年度の固定資産は、3,140百万円（前年比△504百万円、13.8％減少）となりました。 

 当連結会計年度の主な減少要因は、市場販売目的のソフトウェアの販売計画を保守的に見直したことによるソ

フトウェア償却費の計上等によるソフトウェアの減少（前年比△560百万円）等です。 

③流動負債及び固定負債 

当連結会計年度の負債は、2,733百万円（前年比＋619百万円、29.3％増加）となりました。 

 当連結会計年度の主な増加要因は、長・短借入金の減少（前年比△1,216百万円）があるものの、増益による

未払法人税等の増加（前年比＋796百万円）及び買掛金の増加（前年比＋283百万円）等によるものです。 

④資本 

当連結会計年度末の資本は、7,591百万円（前年比＋978百万円、前年比14.8％増加）となりました。 

 当連結会計年度末の増加の主な理由は、当期純利益の計上による増加1,171百万円及び配当金支払312百万円に

よる減少の結果としての利益剰余金の増加（前年比＋858百万円）、その他有価証券評価差額金の増加（前年比

＋210百万円）及び自己株式の増加（前年比 資本に対して△93百万円）等によるものです。 

⑤総資産 

当連結会計年度の総資産は、10,324百万円(前年比＋1,130百万円、12.3％増加)となりました。 

当連結会計年度の連結貸借対照表の増減の概況は、増収増益となった業績を反映し、現金及び預金、受取手形及

び売掛金等の流動資産、未払法人税等及び買掛金等の負債、利益剰余金等の資本が増加しております。他方、ソ

フトウェアを中心に固定資産は減少致しました。 

(2)キャッシュ・フローの分析 

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析は、以下の通りです。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

業績が増収増益となったことを受け税金等調整前当期純利益＋1,999百万円（前年比＋1,249百万円）、売上債

権の増減額△899百万円（前年比△1,111百万円）及び仕入債務の増減額＋283百万円（前年比＋480百万円）とな

りました。 

  また市場販売目的のソフトウェアの販売計画を保守的に見直したこと等によるソフトウェア償却費の計上等に

より、減価償却費は688百万円となりました。 

  この結果、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,653百万円（前年比＋1,118百万円）と

なりました。 



②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度は、有形固定資産の取得による支出 △121百万円（前年比△34百万円）、無形固定資産の取得

による支出△75百万円（前年比＋702百万円）及び投資有価証券の取得による支出△107百万円（前年比＋63百万

円）等の投資を実施するとともに、投資有価証券の売却による収入＋975百万円（前年比△1,467百万円）及び貸

付金の回収による収入＋300百万円（前年比＋300百万円）等の回収を実施致しました。 

  この結果、当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、962百万円（前年比△225百万円）となり

ました。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額△650百万円（前年比△400百

万円）、長期借入金の返済による支出△566百万円（前年比－百万円）、配当金の支払△312百万円（前年比＋3

百万円）及び自己株式の取得による支出△93百万円（前年比220百万円）により、△1,621百万円（前年比△175

百万円）となりました。 

④現金及び現金同等物の期末残高 

これら営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フロー等による現金及び現金同等物の増加額995百

万円により、現金及び現金同等物の期末残高は 4,817百万円となりました。 

(3)資金需要 

当社グループの主な資金需要は、以下の通りです。 

（運転資金） 

主に、売上原価、販売費及び一般管理費等の営業費用及び法人税等の支払によるものです。営業費用の主なも

のは、給与及び賞与、福利厚生費、交通費及びオフィス等に係る賃借料及び外注費等ですが、当社グループの契

約期間が比較的短く、基本的に月次の進捗に合わせてのサービス対価を請求・回収する契約を顧客と締結してい

るため、営業費用に係る資金需要はそれほど大きくなく、概ね営業活動によるキャッシュ・フローで対応するこ

とが可能と考えております。 

この他、ハードウェア等プロキュアメントサービスに係る商品仕入によるものもありますが、ハードウェア等

プロキュアメントサービスについては、原則的に資金需要が発生しない決済条件で顧客と契約しています。 

（戦略投資資金） 

当社グループは、戦略的に投資活動を行っており、当該投資活動に係る資金需要が発生します。 

戦略投資を機動的、タイムリーに実施するために手元流動性を重視し、且つ、金融機関等からの調達も視野に

入れた財務政策を採っています。但し、資本の有効活用を目的とした投入資本の売却や純投資からの適正なイグ

ジットによる収入もあることから、当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローはプラスになっていま

す。 

（研究開発活動資金） 

当社グループは研究開発活動に継続的に注力しているので、当該研究開発活動に係る資金需要が発生します。

主な内容は、販売費及び一般管理費の研究開発費と無形固定資産のソフトウェアです。 

（その他） 

機動的な資本政策として自己株式を取得することがあり、当該取得に係る資金需要が発生します。 

自己株式の取得については、第４ 提出会社の状況 ２.自己株式の取得等の状況もご参照下さい。 



(4)借入金、契約債務等 

当社グループの平成17年12月31日現在の借入金の概要は、以下の通りです。 

(5)財務政策 

当社グループは、運転資金、戦略投資資金、研究開発活動資金等の必要資金を主に事業利益から得られる内部留

保資金及び短期借入金によって調達する方針です。また、戦略投資に関わる投資有価証券の取得資金等について

は、部分的に長期借入金によって調達しているものもあります。平成17年12月末現在での借入金の残高は上記の通

りです。 

当社グループの内部留保資金の配分については、第４ 提出会社の状況 ３.配当政策に記載している通り、①中

長期的企業価値の最大化の源泉となる中期的技術優位性を確保するための設計・開発技法等の研究開発活動強化、

②人材の確保・育成、③プロジェクトマネジメント強化施策の実施及び提供するサービスの付加価値を高めるため

のＭ＆Ａや外部パートナー企業とのアライアンス強化などを目的とした投資へ重点的に実施する方針です。特に、

資本投入を伴うＭ＆Ａ等に対し、ビジネススピードの速いＩＴ業界の中でタイムリーに対応するために、金融機関

等からの借入による資金調達も選択肢としたうえで、手元流動性も重視しています。 

また、当社グループの事業内容がＩＴコンサルティングサービスの提供であり、また、一連のシステム開発案件

をフェーズ別に区分して契約する方針としているため、その受注状況が当社グループの財政状態に大きく影響する

場合があります。受注状況が急激に悪化した場合に備えるためにも手元流動性を重視しています。但し、現在のと

ころ堅調な受注実績による営業キャッシュ・フローと十分な手元流動性の確保により、資金の流動性に関わるリス

クは十分にカバーされていると考えています。 

当社グループは、このような方針により財務運営を行っているため、一定の借入残高を保持したうえで、一定の

現金及び預金残高を維持し、貸借対照表では可能な限り不要な借入金は返済し、資産(現金及び預金）と負債（借

入金）が両建てとなることもありますが、今後も調達コストを慎重に検討したうえで、機動的な事業運営に対応で

きる財務運営を行って参ります。 

尚、当社グループの発展過程においては、更なる成長・拡大を実現するためには資本市場からの直接金融による

資金調達が必要と考えています。そのため、上記の財務運営に加えて、直接金融についても継続的に検討を進めて

いく方針です。 

(6)自己株式の取得状況 

当社グループは、平成15年９月25日に施行された「商法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

の一部を改正する法律」（平成15年法律第132号）により、定款の定めに基づいて取締役会決議による自己株式の

取得が認められたことから、平成16年３月25日に開催された第15期定時株主総会において、定款に自己株式の取得

の規定を新設し、経済情勢の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるように致しました。 

これにより、当社グループは当連結会計年度に自己株式を395株、取得価額93百万円で取得してます。その結

果、当連結会計年度の期末自己株式数は3,827株、取得価額1,055百万円となっています。 

尚、取得した自己株式につきましては、利益による消却は予定しておらず、当面自己株式として保有し、事業環

境の変化等に応じて使用する見込みです。 

区  分 
返 済 期 限 

１年以内（百万円） ２年から３年（百万円） 合  計（百万円） 

短期借入金 － － － 

長期借入金 468 － 468 



6.経営者の問題認識と今後の方針について 

全般的な景気回復の兆しはあるものの、システム導入に対して短納期かつ低価格を求める顧客ニーズは強いもの

があり、当社グループを取り巻く事業環境が、引き続き、厳しくかつ変化の激しいものであると認識しています。

 とはいえ、金融機関の不良債権処理も一段落し、投資余力が出てきたことやＥＲＰブームが一巡し真のＩＴ改革

へと顧客ニーズが移行してきている中で、ベンダーからの中立・独立を堅持している当社の役割と当社への期待は

さらに高くなっていると考えております。 

 当連結会計年度では、このようなマーケットの動きに加え、昨年来積極的に行ったプロモーション活動が実を結

び、かつ、プロジェクト管理の標準化・高度化あるいは人材教育等の地道な内部活動とが相俟って、当初の計画を

上回る業績を残すことができました。 

 平成18年12月期においては、基本となる事項の再確認と強化を図った上で、前年度から引き続くいくつかの戦略

的なプロジェクトのリリースに最大限の努力を払い、かつ将来の核となる先進的な案件へのプロモーション活動と

のバランスをとり、その過程で当社グループらしい技術力を発揮するとともにノウハウを蓄積し、顧客に対する提

供価値を最大限とするための組織強化を図ってまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資の額は、有形固定資産はリース契約によるものも含め133,960千円、無形固定資

産は75,450千円であります。 

 なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却・売却はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであります。 

 （注）１．投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額であります。 

２．上記中［ ］内の数字は内書きで、賃借中のものであります。 

３．上記の他、ソフトウェア408,329千円を所有しております。 

４．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであり、いずれもリース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース契約であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。  

  平成17年12月31日現在

事業所又は会社名 事業部門 

土地 建物 
器具及
び備品 
(千円) 

投下資 
本合計 
（千円） 

従業
員数 
(人) 面積(㎡) 

金額 
（千円） 

面積(㎡) 
金額 
（千円） 

提出会社 

本社／東京オフィス 

(東京都渋谷区) 

ＩＴコンサルティ

ング、ハードウェ

ア等プロキュアメ

ントサービス 

－ － 
2,981.64 

[2,981.64] 
64,420 205,107 269,527 380 

横浜オフィス  

(神奈川県横浜市西区) 

ＩＴコンサルティ

ング 
－ － 

1,853.37 

[1,853.37] 
22,655 30,085 52,740 82 

福岡オフィス 

(福岡県福岡市博多区) 

ＩＴコンサルティ

ング 
－ － 

235.11 

[235.11] 
3,767 1,495 5,263 7 

鹿児島オフィス 

(鹿児島県鹿児島市) 

ＩＴコンサルティ

ング 
－ － 

201.33 

[201.33] 
1,578 2,523 4,101 4 

イギリス駐在事務所 

(英国ロンドン) 

ＩＴコンサルティ

ング 
－ － 

－ 

－ 
－ 841 841 2 

その他 福利厚生施設等 41.93 484 
174.33 

[101.48] 
428 － 912   

国内子会社 

フューチャーフィナンシャル

ストラテジー㈱ 

(東京都渋谷区) 

ＩＴコンサルティ

ング 
－ － － － 69 69 6 

国内子会社 

フューチャーインベストメン

ト㈱ 

(東京都渋谷区) 

有価証券の保有、

運用、投資業務 
－ － － － － － － 

在外子会社 

Future Architect,Inc. 

(米国カリフォルニア州) 

ＩＴコンサルティ

ング 
－ － － － － － － 

合計 － 41.93 484 
5,445.78 

[5,372.93] 
92,850 240,122 333,456 481 

名称 台数 リース期間(年) 年間リース料（千円） リース契約残高（千円） 

コンピュータ及び周辺機器 一式 ２～５ 20,956 6,768 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成17年３月24日定時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 473,440 

計 473,440 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月24日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 119,160 476,640 東京証券取引所市場第一部 － 

計 119,160 476,640 － － 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 2,000 8,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000 8,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   260,820 １株当たり  65,205 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月25日  

至 平成27年３月23日  
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    260,820 

資本組入額   130,410 

発行価格    65,205 

資本組入額  32,602.5 

 



 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の行使の条件 

発行時に当社または当社子

会社の取締役及び社員であ

った新株予約権者は、新株

予約権の行使時においても

当社または当社子会社の取

締役及び社員の地位にある

ことを要する。 

ただし、後記で掲げる新株

予約権付与契約に定める一

定の要件を充足した場合に

限り、当社の取締役、社員

たる地位を失った後も権利

を行使できる。 

その他の条件については、

平成17年８月25日開催の当

社取締役会決議に基づき、

当社と対象者との間で締結

する新株予約権付与契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 



(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割 

平成13年12月20日付をもって、普通株式１株を２株に分割しております。 

２．株式分割 

平成18年２月１日付をもって、普通株式１株を４株に分割し、発行済株式総数は357,480株増加しておりま

す。 

(4)【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式3,827株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年12月20日 

（注）１ 
59,580 119,160 － 1,421,815 － 2,495,772 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 35 21 49 46 4 3,171 3,326 － 

所有株式数

（株） 
－ 17,984 490 9,240 11,311 24 80,111 119,160 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.05 0.63 1.47 1.38 0.12 95.35 100.00 － 



(5)【大株主の状況】 

 （注）上記の日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、資産管理サー 

    ビス信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式数を表示しております。 

(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。 

なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個を含めておりません。 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

金丸 恭文 東京都渋谷区渋谷３-28-13 49,990 41.95 

有限会社 キー・ウェストネ

ットワーク 
東京都渋谷区代官山町17-１-3206 6,313 5.29 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２-11-３ 4,823 4.04 

フューチャーシステムコンサ

ルティング株式会社 
東京都渋谷区渋谷３-28-13 3,827 3.21 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１-８-11 3,807 3.19 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（年金信託口） 
東京都中央区晴海１-８-12 2,925 2.45 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ａ口） 
東京都中央区晴海１-８-12 2,511 2.10 

岩崎 芳太郎 東京都渋谷区渋谷３-28-13 1,636 1.37 

石橋 国人 東京都渋谷区渋谷３-28-13 1,500 1.25 

ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドン 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

Woolgate House, Coleman Street 

London EC2P 2HD, England 

（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

1,471 1.23 

計   78,803 66.13 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,827 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 115,333 115,320 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 119,160 － － 

総株主の議決権 － 115,320 － 



②【自己株式等】 

(7)【ストックオプション制度の内容】 

商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対して特に有利な条件をもって、ストックオ

プションとして新株予約権を発行することを、定時株主総会において決議されたものであります。 

（平成17年３月24日定時株主総会決議） 

（注）１. 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権１個当りの払込金額は、次により決定される１株当りの払込金額に上記に定める新株予約権１

個の株式数を乗じた金額とする。１株当りの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各

日（取引が成立していない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値

に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権発行日の当日終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）に1.05を

乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）を下回る場合は、当該後者の金額とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整

による１円未満の端数は切上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株を発行するときまたは自己株式の処分をするとき（新株予約権の行使に

よる場合を除く）は、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げ

る。 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

フューチャーシステムコ

ンサルティング株式会社 

東京都渋谷区渋谷３-

28-13 
3,827 － 3,827 3.21 

計 － 3,827 － 3,827 3.21 

決議年月日 平成17年３月24日 

付与対象者の区分及び人数 
当社及び当社子会社の取締役及び社員の一部の者、当社の業務遂行

を支援する外部協力者で当社取締役会にて承認された者 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数 同上（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２ 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上（注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

     １ 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 分割・併合の比率 

     既発行株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当り払込金額 

 調 整 後 
＝
調 整 前 

× 
  新規発行前の株価 

 払込金額 払込金額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

３．(1）発行時に当社又は当社子会社の取締役及び社員であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

ても当社又は当社子会社の取締役及び社員の地位にあることを要する。ただし、後記(5)で掲げる新

株予約権付与に関する契約（以下、「新株予約権付与契約」という。）に定める一定の要件を充足し

た場合に限り、当社の取締役、社員たる地位を失った後も権利を行使できる。 

(2）発行時に当社の業務遂行を支援する外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

てもその支援関係が存続しており、かつ当社との取引が新株予約権付与契約に定める一定の要件を充

足していることを要する。さらに新株予約権の行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び

行使の時期につき、当社取締役会の承認を要する。ただし、当社と競合関係にある他の会社の取締

役・監査役・従業員となった場合もしくは当該他の会社の傘下会社の取締役・監査役・従業員となっ

た場合は、権利を喪失する。 

(3）新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。 

(4）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、行使期間開始以前

に死亡した場合は、この限りではない。 

(5）その他の条件については、本総会及び以降開催される当社取締役会決議に基づき、当社と対象者との

間で締結する新株予約権付与契約に定めるところによる。 



（平成18年３月23日定時株主総会決議） 

（注）１. 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権１個当りの払込金額は、次により決定される１株当りの払込金額に上記に定める新株予約権１

個の株式数を乗じた金額とする。１株当りの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各

日（取引が成立していない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値

に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権発行日の当日終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）に1.05を

乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）を下回る場合は、当該後者の金額とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整

による１円未満の端数は切上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株を発行するときまたは自己株式の処分をするとき（新株予約権の行使に

よる場合を除く）は、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げ

る。 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。 

 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

３．(1）本件新株予約権発行時に当社又は当社関係会社の取締役及び従業員であった新株予約権者は、新株予

約権の行使時においても当社又は当社関係会社の取締役及び従業員の地位にあることを要する。ただ

し、後記(5)で掲げる新株予約権付与に関する契約（以下、「新株予約権付与契約」という。）に定

める一定の要件を充足した場合に限り、当社の取締役または従業員たる地位を失った後も権利を行使

できる。 

(2）発行時に当社の業務遂行を支援する外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

てもその支援関係が存続しており、かつ当社との取引が新株予約権付与契約に定める一定の要件を充

足していることを要する。さらに新株予約権の行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び

行使の時期につき、当社取締役会の承認を要する。ただし、当社と競合関係にある他の会社の取締

役・監査役・従業員となった場合もしくは当該他の会社の傘下会社の取締役・監査役・従業員となっ

た場合は、権利を喪失する。 

(3）新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。 

決議年月日 平成18年３月23日 

付与対象者の区分及び人数 
当社及び当社子会社の取締役及び従業員の一部の者、当社の業務遂

行を支援する外部協力者で当社取締役会にて承認された者 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 8,000株 （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成20年３月23日から平成28年３月22日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

     １ 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 分割・併合の比率 

     既発行株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当り払込金額 

 調 整 後 
＝
調 整 前 

× 
  新規発行前の株価 

 払込金額 払込金額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(4）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、行使期間開始以前

に死亡した場合は、この限りではない。 

(5）その他の条件については、本総会及び以降開催される当社取締役会決議に基づき、当社と対象者との

間で締結する新株予約権付与契約に定めるところによる。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  （注）１.未行使割合は、経済情勢や市場動向を総合的に勘案した結果、上記のとおりとなりました。 

２.平成18年２月１日付をもって、株式分割(１：４)を行っております。 

ニ【再評価差額金による消却のための買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  平成18年３月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月５日決議） 
4,000 300,000,000 

前決議期間における取得自己株式 1,580 93,121,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 2,420 206,879,000 

未行使割合（％） 60.5 69.0 



ホ【取得自己株式の処理状況】 

ヘ【自己株式の保有状況】 

 (注)平成18年２月１日付をもって、株式分割(１：４)を行っております。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様が当社株式から得られるリターン（キャピタルゲイン及びインカムゲイン）の中長期的最大

化を目指しています。 

 そのために、中長期的企業価値の最大化の源泉となる中期的技術優位性を確保するための設計・開発技法等の研

究開発活動強化、人材の確保・育成、プロジェクトマネジメント強化施策の実施及び提供するサービスの付加価値

を高めるためのＭ＆Ａや外部パートナー企業とのアライアンス強化などを目的とした投資のための内部留保とのバ

ランスを検討したうえで、業績に応じた適正な配当性向による配当を実施する方針です。 

 当社の当期の配当につきましては、１株当たり2,700円とさせていただきました。 

  平成18年３月23日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年３月23日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 15,308 



４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） １．最高・最低株価は、平成14年６月21日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は日

本証券業協会におけるものであります。なお、第14期の事業年度別最高・最低株価のうち、※印は日本証

券業協会によるものであります。 

２．□印は株式分割による権利落後の株価であります。 

３．平成12年５月10日付をもって、額面株式１株を10株に分割しております。さらに、平成13年12月20日付を

もって、普通株式１株を２株に分割しております。 

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） 
1,870,000 

□774,000 

670,000 

※670,000 
378,000 360,000 493,000 

最低（円） 
600,000 

□460,000 

235,000 

※486,000 
213,000 183,000 188,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 270,000 264,000 250,000 230,000 298,000 493,000 

最低（円） 225,000 229,000 220,000 211,000 260,000 265,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 社長 金丸 恭文 昭和29年３月12日生 

昭和54年４月 株式会社ＴＫＣ入社 

昭和57年４月 ロジック株式会社入社 

昭和60年９月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ピ

ー・シーコミュニケーションズ

取締役 

平成元年11月 当社設立 代表取締役社長（現

任） 

平成９年１月 Future Architect,Inc.代表取

締役社長（現任） 

平成15年６月 ウッドランド株式会社取締役

（現任） 

平成16年３月 株式会社ポピンズコーポレーシ

ョン取締役（現任） 

平成16年８月 ネット・チャート・ジャパン株

式会社取締役（現任） 

199,960 

取締役 副社長 石橋 国人 昭和35年10月29日生 

昭和58年４月 ロジック株式会社入社 

昭和62年２月 シャープ株式会社入社 

平成元年11月 当社入社 

平成８年７月 当社取締役 

平成９年１月 Future Architect,Inc.取締役

（現任） 

平成15年10月 当社取締役副社長（現任） 

6,000 

取締役 副社長 碓井 誠 昭和24年６月18日生 

昭和53年10月 株式会社セブン－イレブン・ジ

ャパン入社 

平成８年５月 同社取締役情報システム部長 

平成12年５月 同社常務取締役情報システム本

部長 

平成16年１月 当社入社 

平成16年３月 当社取締役副社長（現任） 

400 

取締役  菅家 博 昭和31年２月６日生 

昭和53年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成３年11月 日本オラクル株式会社入社 

平成６年６月 同社営業本部ゼネラルマネージ

ャー 

平成８年１月 当社入社 

平成11年１月 フューチャーフィナンシャルス

トラテジー株式会社取締役（現

任） 

平成11年３月 当社取締役（現任） 

1,280 

 



 （注）１.監査役全員は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であ

ります。 

 ２.平成18年２月１日付をもって、株式分割(１：４)を行っております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役  小西 直人 昭和26年１月４日生 

昭和48年10月 アーサー・アンダーセン・アン

ド・カンパニー東京事務所（現

あずさ監査法人）入所 

昭和59年10月 小西・浅田公認会計士共同事務

所代表(現任) 

平成８年７月 当社監査役 

平成11年３月 当社取締役（現任） 

平成16年３月 フューチャーフィナンシャルス

トラテジー株式会社取締役（現

任） 

平成16年６月 アイティーエージェント株式会

社取締役（現任） 

484 

常勤監査役  淺村 正男 昭和16年７月22日生 

昭和40年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成３年４月 同社製造第一営業統括本部長 

平成６年１月 同社プリンターシステム事業部

長 

平成12年３月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  三田村 典昭 昭和34年８月30日生 

昭和58年10月 アーサー・アンダーセン公認会

計士共同事務所（現あずさ監査

法人）入所 

平成９年８月 同法人社員 

平成10年８月 三田村典昭公認会計士事務所開

設、代表（現任） 

平成11年３月 当社監査役（現任） 

平成15年２月 株式会社アルタス代表取締役社

長（現任） 

－ 

監査役  渡邉 光誠 昭和32年５月４日生 

昭和59年４月 弁護士登録（第二東京弁護士

会） 

平成元年９月 米国オメルベニー＆マイヤーズ

法律事務所 

平成２年２月 米国ニューヨーク州弁護士登録 

平成４年３月 尚和法律事務所パートナー 

平成10年10月 渡邉国際法律事務所代表 

平成13年３月 当社監査役（現任） 

平成17年９月 外国法共同事業オメルベニー・

アンド・マイヤーズ法律事務所

パートナー弁護士（現任） 

－ 

    計 208,124 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）  

 当社は、次の４つの事項をコーポレート・ガバナンスに関わる重要課題であると認識しています。 

  ①会社の意思決定機関である取締役会の一層の機能充実 

  ②監査役による取締役の業務執行に対する監視機能の充実 

  ③不正を防止する体制づくりとその運営 

  ④ステークホルダーに対する重要な情報の適時・適切な提供のための社内体制の更なる整備 

 また、意思決定において極端な短期的利益の追求やガバナンスの形骸化等が起こらないように、常に中長期的な

利益の確保、極大化も重視した経営判断を行っています。 

 そのために、取締役及び監査役として弁護士、公認会計士等の職業的専門家を積極的に登用することにより、取

締役会、監査役会を活性化させ、コーポレート・ガバナンス機能の充実に鋭意取り組んでいます。 

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等） 

 １.会社の機関 

  ①当社は監査役制度を採用しております。 

  ②平成17年12月31日現在、取締役は６名、監査役は３名であります。現在は社外取締役は招聘しておりません。

   監査役は３名全員が社外監査役です。                

 ２.内部統制システムの整備状況等 

①取締役会については、経営戦略についての意思決定機関であるとの明確な位置付けのもとに、毎月の定例取締

役会に加え必要に応じて臨時取締役会を開催して運営しており、特にリスクファクターを明確にして意思決定

のプロセスに反映させること及び異なる意見も交えて実質的に議論を行うことを重視しています。 

  ②当社は、意思決定の迅速化と執行責任の明確化を図ることを目的として、執行役員制度を導入しており、業務

執行、内部統制に当たっては上記の取締役会による統制に加え、取締役及び常務執行役員により毎週開催され

る経営会議において、機動的な義務執行と管理を行っております。 

  ③当社の主要業務であるシステム・コンサルティングは、プロジェクトの形態を取って実施運営されております

が、プロジェクトから独立したプロジェクト統括本部が、プロセス管理や品質管理に加え内部ルールのコンプ

ライアンスについて、定期的なレビューを行い、問題点を経営会議に報告しております。 

④また個人情報保護あるいは社内の情報セキュリティーについては、独立した組織であるセキュリティー・アン

ド・トラスト・チームが、個人情報保護コンプライアンスについて内部監査を実施するとともに、取締役副社

長をチーフ・セキュリティー・オフィサー（ＣＳＯ）として任命し、その直下組織であるセキュリティー委員

会と提携し、セキュリティーの強化活動を行っています。 

 ３.内部監査及び監査役監査の状況等 

①内部監査は独立した組織であるリスク管理室に所属する担当者１名が監査計画を立案し、会計監査人である

監査法人あるいは指定社員及び業務執行社員と全く関係を持たない独立した公認会計士２名と共に、当社及

び子会社の組織機能及び業務の適法性、妥当性及びコンプライアンスについて内部監査を実施しており、監

査結果をリスク管理室統括取締役に報告するともに、必要に応じて経営会議に報告しております。 

②監査役会において、年度の監査目的や監査対象を監査役相互の討議により決定し、当該監査計画に準拠して

監査役監査を実施しております。 

 監査役監査計画策定の段階で、内部監査計画との擦り合わせをを行い、不必要な重複を避けたうえで管理部

門担当取締役が内部監査の結果について、監査役会で報告をしております。 

 中間決算時及び年度決算時に会計監査人が監査役会に出席し、監査結果について報告をいたしております。 



４.会計監査の状況等 

会計監査人は新日本監査法人であり、監査契約に基き年度及び半期の会計監査を受けております。会計監査

人と当社との間には特別な利害関係はありません。 

 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

（注）１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、掲載を省略しております。 

   ２．同監査法人は、業務執行社員が当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう、 

    自主的な措置をすでにとっております。 

   ３．監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士２名、会計士補３名、その他１名です。 

 ５.会社と社外監査役との関係の概要 

当社及び当社の取締役は、社外監査役との特別な利害関係、人的関係を有しません。また、当社の社外監査

役と当社の主要株主、顧客及び取引先等との間に特別な利害関係はありません。 

 （リスク管理体制の整備の状況） 

 顧客企業の規模が拡大傾向にあることからプロジェクトが大規模化し、このような大規模プロジェクトを成

功に導き且つ顧客の満足を獲得するためには、高度なプロジェクトマネジメントスキルが必要です。 

当社は、プロジェクトの重要な進捗段階毎に専門分野別のレビュー責任者から構成されるプロジェクトレビュ

ーミーティングを重点的に実施し、問題点を早期に把握して対処するよう努めています。 

また、当社の従来のシステム開発手法の更なる統合、発展・拡充及び当該標準開発手法の運用定着を継続的に

実施しており、これによりプロジェクトマネジメントリスクを管理・軽減するばかりでなく、作業工程の所要

時間短縮、効率化及び社員教育にも成果が期待できます。 

また、プロジェクト・コードの申請、プロジェクト予算の申請・変更、経費の請求と承認等の社内業務の相当

部分を電子承認に移行する社内システムを導入しております。これにより、人的要因による例外事象の発生を

極小化する事が可能となっておりますが、日本版ＳＯＸ法の導入に備えて、社内システムの整備を更に推し進

める所在であります。 

 （役員報酬の内容） 

当事業年度における当社の役員報酬は、以下の通りです。 

（注）役員賞与については40,500千円を引当計上したうえで、平成18年３月の第17期定時株主総会で決議してお

ります。 

 （監査報酬の内容） 

当事業年度における当社の会計監査人である新日本監査法人への監査報酬は、以下の通りです。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員 

業務執行社員 

樫谷 隆夫 
新日本監査法人 

渡辺 浩一郎 

区  分 支給人員 支給額（千円） 摘  要 

取 締 役 
社内取締役 ７名 153,884 

平成11年3月26日開催の定時株主総会の決

議による役員報酬限度額は、取締役分が年

額500,000千円以内、監査役分が年額

125,000千円以内であります。 

社外取締役 － － 

監 査 役 
社内監査役 － － 

社外監査役 ３名 11,580 

計  10名 165,464 

区  分 支払額（千円） 摘  要 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬 
17,500   

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬以外の報酬 
－   

計 17,500   



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31

日）及び第16期事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日）並びに当連結会計年度（自平成17年１月１

日 至平成17年12月31日）及び第17期事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）の連結財務諸表及び

財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,822,079   4,817,482  

２．受取手形及び売掛金   1,101,408   2,001,229  

３．たな卸資産   5,461   12,591  

４．繰延税金資産   121,992   157,243  

５．その他   499,448   225,983  

６．貸倒引当金   △700   △30,000  

流動資産合計   5,549,690 60.4  7,184,530 69.6

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  216,817   216,516   

減価償却累計額  107,448 109,369  123,666 92,850  

(2）その他  506,818   622,161   

減価償却累計額  301,079 205,738  381,554 240,606  

有形固定資産合計   315,108 3.4  333,456 3.2

２．無形固定資産          

(1）ソフトウェア   969,279   408,329  

(2）その他   12,198   12,685  

無形固定資産合計   981,477 10.7  421,015 4.1

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  1,904,883   1,988,272  

(2）敷金保証金   322,788   321,928  

(3）繰延税金資産   114,669   59,928  

(4）その他   5,710   15,710  

投資その他の資産合計   2,348,051 25.5  2,385,839 23.1

固定資産合計   3,644,637 39.6  3,140,311 30.4

資産合計   9,194,327 100.0  10,324,842 100.0

        

 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   183,270   466,275  

２．短期借入金   650,000   －  

３．１年内返済予定 
  長期借入金 

  566,000   468,000  

４．未払法人税等   51,222   847,718  

５. 役員賞与引当金   －   43,700  

６．品質保証引当金   45,000   125,000  

７．その他   618,361   782,867  

流動負債合計   2,113,854 23.0  2,733,561 26.5 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   468,000   －  

固定負債合計   468,000 5.1  － － 

負債合計   2,581,854 28.1  2,733,561 26.5 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   － －  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  1,421,815 15.5  1,421,815 13.8 

Ⅱ 資本剰余金   2,495,772 27.1  2,495,772 24.2 

Ⅲ 利益剰余金   3,292,773 35.8  4,151,548 40.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   366,756 4.0  577,610 5.6 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,787 △0.0  511 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※３  △962,857 △10.5  △1,055,978 △10.3 

資本合計   6,612,473 71.9  7,591,280 73.5 

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  9,194,327 100.0  10,324,842 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   9,364,232 100.0  10,957,381 100.0 

Ⅱ 売上原価   5,078,205 54.2  5,562,814 50.8 

売上総利益   4,286,026 45.8  5,394,566 49.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  141,760   193,544   

２．給与及び賞与  1,689,158   1,455,211   

３．研修費  107,753   103,770   

４．研究開発費 ※１ 330,262   676,260   

５．減価償却費  148,472   135,851   

６．採用費  152,657   95,695   

７．その他  827,316 3,397,381 36.3 871,200 3,531,534 32.2 

営業利益   888,645 9.5  1,863,031 17.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1,318   6,416   

２．受取配当金  6,129   2,268   

３．その他  10,222 17,670 0.2 7,163 15,848 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  16,118   10,121   

２．持分法による投資損失  43,898   57,311   

３．その他  1,527 61,543 0.7 1,526 68,958 0.6 

経常利益   844,772 9.0  1,809,921 16.5 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  399,176   666,492   

２．事業整理損失引当金戻入益   11,759 410,935 4.4 － 666,492 6.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ －   1,584   

２．投資有価証券評価損  3,127   －   

３．オフィス移転費用  27,864   －   

４．事業整理損 ※４ －   13,221   

５．契約解約損失  198,000   12,249   

６．ソフトウェア償却費 ※２ 267,359   357,769   

７．ソフトウェア除却損   9,360     62,564     

８．貸倒引当金繰入額   － 505,711 5.4 30,000 477,390 4.4 

税金等調整前当期純利益   749,996 8.0  1,999,023 18.2 

法人税、住民税及び事業税  287,364   952,951   

法人税等調整額  4,209 291,573 3.1 △125,167 827,783 7.5 

当期純利益   458,423 4.9  1,171,239 10.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,495,772  2,495,772 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   2,495,772  2,495,772 

         

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,208,882  3,292,773 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  458,423 458,423 1,171,239 1,171,239 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  316,248   312,465   

２．連結子会社減少に伴う 
  利益剰余金減少高 

 29,217   －   

３．持分法適用関連会社減少 
  に伴う利益剰余金減少高 

 29,066 374,532 － 312,465 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   3,292,773  4,151,548 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  749,996 1,999,023 

減価償却費  786,198 688,399 

貸倒引当金の増減額  9 29,300 

役員賞与引当金の増減額   － 43,700 

品質保証引当金の増減額  △69,000 80,000 

受取利息及び受取配当金  △7,447 △8,684 

支払利息  16,118 10,121 

為替差損益  △5,132 － 

持分法による投資損益  43,898 57,311 

有形固定資産除却損  10,978 1,584 

ソフトウェア除却損  9,360 62,564 

投資有価証券売却損益  △399,176 △666,492 

投資有価証券評価損  3,127 － 

事業整理損  － 13,221 

売上債権の増減額  211,551 △899,821 

たな卸資産の増減額  △2,222 △7,268 

その他資産の増減額  △36,785 △24,592 

仕入債務の増減額  △197,525 283,005 

未払消費税等の増減額   － 54,615 

その他負債の増減額  76,107 130,857 

小計  1,190,056 1,846,844 

利息及び配当金の受取額  7,453 8,689 

利息の支払額  △17,582 △10,720 

法人税等の支払額  △645,031 △191,468 

営業活動によるキャッシュ・フロー  534,895 1,653,345 

 



  
前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △86,518 △121,071 

無形固定資産の取得による支出  △777,937 △75,563 

投資有価証券の取得による支出  △171,182 △107,801 

投資有価証券の売却による収入  2,443,848 975,885 

敷金保証金の増加による支出  △747 △510 

敷金保証金の回収による収入  80,326 1,400 

貸付けによる支出  △300,000 － 

貸付金の回収による収入  － 300,000 

ゴルフ会員権の取得による支出  － △10,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー  1,187,789 962,338 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  900,000 － 

短期借入金の返済による支出  △1,150,000 － 

短期借入金の純増減額  － △650,000 

長期借入金の返済による支出  △566,000 △566,000 

自己株式の取得による支出  △313,862 △93,121 

配当金の支払額  △316,397 △312,747 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,446,259 △1,621,868 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  5,893 1,588 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  282,319 995,403 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,579,241 3,822,079 

Ⅶ 子会社の連結除外による現金及び現金同等物
の減少額 

 △39,482 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  3,822,079 4,817,482 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、フューチャーフィナンシャル

ストラテジー株式会社及びFuture  

Architect, Inc.の２社であり、連結対象

としております。 

なお、ファイオスリスクウェア株式会社

及びFuture System Consulting UK Ltd.

については、当連結会計年度において清

算したため、連結の範囲から除外してお

ります。 

ただし、Future System Consulting UK L

td.については、当連結会計年度末におい

て連結の範囲から除外したため、損益計

算書及びキャッシュ・フロー計算書を連

結しております。 

また、非連結子会社はありません。 

子会社は、フューチャーフィナンシャル

ストラテジー株式会社、フューチャーイ

ンベストメント株式会社及びFuture  

Architect, Inc.の３社であり、連結対象

としております。非連結子会社はありま

せん。 

なお、フューチャーインベストメント株

式会社については、平成17年６月１日に

新設分割により分社したことから、当連

結会計年度より連結の範囲に含めており

ます。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社は、アイティーエ

ージェント株式会社の１社であります。 

なお、さくら情報システム株式会社につ

いては、当連結会計年度において株式の

一部を売却し、関連会社でなくなったた

め、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

また、持分法非適用の関連会社はありま

せん。 

持分法適用の関連会社は、上海用友幅馳

信息諮詢有限公司、株式会社ディー・ワ

ークス及びアイティーエージェント株式

会社の３社であります。 

上海用友幅馳信息諮詢有限公司と株式会

社ディー・ワークスについては、当連結

会計年度末日をみなし取得日としており

ます。 

なお、前連結会計年度に持分法適用の関

連会社であったアイティーエージェント

株式会社については、当連結会計年度に

おいて株式の全部を売却し、関連会社で

なくなったため、当連結会計年度の上期

末を株式のみなし売却日として損益計算

書について持分法を適用しております。 

また、持分法非適用の関連会社はありま

せん。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。 

同 左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

 (ロ)たな卸資産 

商品及び製品 

総平均法による低価法 

(ロ)たな卸資産 

商品及び製品 

同 左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

(イ)有形固定資産 

定率法 

取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、３年間で

均等償却をしております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(イ)有形固定資産 

同 左 

 建物  ３～31年 

その他 ３～10年 

 

 (ロ)無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

(ロ)無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

同 左  

 市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売数量に基づく償却額と見込

販売可能有効期間（３年）に基づく

定額法のいずれか大きい額を償却す

る方法 

市場販売目的のソフトウェア 

同 左   

 その他 

 定額法 

その他 

同 左   

(3）重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(イ)貸倒引当金 

同 左 

 (ロ)品質保証引当金 

技術革新の著しいオープンシステム

のコンサルテーションまたはシステ

ム開発業務（ＩＴコンサルティング

サービス）については、契約時ない

し決算時には予見不能な問題解決の

ための役務の提供が不可避的に発生

するケースがあります。当社及び連

結子会社はＩＴコンサルティングサ

ービスに関して、顧客に満足してい

ただける品質水準を保証するため、

この役務提供を無償で実施する場合

があります。 

そこで、ＩＴコンサルティングサー

ビスについて、売上計上後の追加原

価の発生に備えるため、過去の実績

に基づき算出した発生見積額を品質

保証引当金として計上しておりま

す。 

(ロ)品質保証引当金 

同 左 

 ───────── (ハ)役員賞与引当金 

役員賞与の支払に充てるため、当連

結会計年度に負担すべき支給見込額

を計上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(4）売上高及び売上原価の

計上方法 

売上高のうち、ＩＴコンサルティングサ

ービス売上については、各プロジェクト

毎に売上原価を発生基準で認識し、これ

に対応する売上を原価進捗率（プロジェ

クト別の見積総原価に対する実際発生原

価の割合）に応じて認識する方法（進行

基準）によっております。 

同 左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同 左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(イ)消費税等の会計処理 

同 左 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同 左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期投資

からなっております。 

同 左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（市場販売目的のソフトウェアの償却方法）  ───────── 

従来、市場販売目的のソフトウェアについては、見込

販売可能有効期間（３年）に基づく定額法によってお

りましたが、当連結会計年度において、当該ソフトウ

ェアの重要性が増したため、当連結会計年度より、見

込販売数量に基づく償却額と見込販売可能有効期間

（３年）に基づく定額法のいずれか大きい額を償却す

る方法に変更いたしました。 

これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（連結貸借対照表） ───────── 

投資その他の資産「繰延税金資産」は前連結会計年度

まで投資その他の資産「その他」に含めて表示してお

りましたが、当連結会計年度において、資産の総額の

100分の１を超えたため、区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度末の投資その他の資産「繰延税

金資産」は70,433千円であります。 

  

  

 ───────── 

  

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  ───────── 

 財務活動によるキャッシュフローの「短期借入れに

よる収入」及び「短期借入金の返済による支出」は、

前連結会計年度までは総額で表示しておりましたが、

当連結会計年度から純額で表示しております。 

なお、当連結会計年度を総額で表示した場合には、

「短期借入れによる収入」は 750百万円及び「短期借

入金の返済による支出」1,400百万円であります。 

  

 「未払消費税等の増減額」は前連結会計年度までは

営業活動によるキャッシュ・フローの「その他負債の

増減額」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度からは区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「未払消費税等の増減額」

は、7,732千円（収入）であります。 

  



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ───────── １．役員賞与引当金 

  

  

  

  

  

  

  

  

   ───────── 

役員賞与は従来、利益処分により利益剰余金の減少と

して処理することとしておりましたが、「役員賞与の

会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告第13号）に基づき、当連結会計年度

より発生時に費用として処理しております。 

この結果、前連結会計年度と比較して、販売費及び一

般管理費が43,700千円増加し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が同額減少しております。 

２．法人事業税における外形標準課税部分の計上について

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１．関連会社に対する投資 ※１．関連会社に対する投資 

投資有価証券（株式）         87,533千円 投資有価証券（株式）         41,504千円 

※２．発行済株式総数  普通株式 119,160株 ※２．発行済株式総数  普通株式 119,160株 

※３．保有自己株式数  普通株式 3,432株 ※３．保有自己株式数  普通株式 3,827株 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

330,262千円 676,260千円 

※２．ソフトウェア償却費      

市場販売目的のソフトウェアについて、より保守的

な資産評価を行ったことによる追加償却でありま

す。  

※２．ソフトウェア償却費 

 同  左   

            ───────── ※３. 固定資産除却損 

 建物 264千円 

器具及び備品 1,320千円 

合計 1,584千円 

 ───────── 

  

 ※４．事業整理損 

      関係会社株式売却損      13,221千円 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,822,079千円 

現金及び現金同等物 3,822,079千円 

現金及び預金 4,817,482千円 

現金及び現金同等物 4,817,482千円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 

78,598 48,664 29,933 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 

30,595 23,870 6,725 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 26,697千円 

１年超 2,238千円 

合計 28,936千円 

１年内 4,108千円 

１年超 2,660千円 

合計 6,768千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 38,666千円 

減価償却費相当額 39,781千円 

支払利息相当額 964千円 

支払リース料 20,956千円 

減価償却費相当額 20,296千円 

支払利息相当額 376千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同 左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料   未経過リース料 

１年内 5,592千円 

１年超 774千円 

合計 6,366千円 

１年内 785千円 

１年超 -千円 

合計 785千円 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）前連結会計年度おいて、3,127千円減損処理を行っております。  

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

  該当事項はありません。 

 種類 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 当連結会計年度（平成17年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 324,014 943,600 619,586 108,829 1,082,713 973,884 

(2）債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 324,014 943,600 619,586 108,829 1,082,713 973,884 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 7,442 6,228 △1,214 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 7,442 6,228 △1,214 － － － 

合計 331,457 949,829 618,371 108,829 1,082,713 973,884 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

2,443,848 399,176 － 975,885 666,492 － 

種類 
前連結会計年度（平成16年12月31日） 当連結会計年度（平成17年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式 87,533 41,504 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式

を除く） 
867,520 864,053 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

[流動の部]   

繰延税金資産   

未払事業税 6,350千円 

品質保証引当金 18,310千円 

繰越欠損金 16,017千円 

未払事業所税 5,607千円 

契約解約損失 68,725千円 

その他 6,981千円 

     

     

     

繰延税金資産合計 121,992千円 

[固定の部]   

繰延税金資産   

減価償却超過額 301,604千円 

一括償却資産 626千円 

投資有価証券評価損 59,369千円 

その他 7,233千円 

繰延税金資産合計 368,834千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 2,549千円 

有価証券評価差額金 251,615千円 

繰延税金負債合計 254,165千円 

繰延税金資産の純額 114,669千円 

[流動の部]   

繰延税金資産   

未払事業税 65,928千円 

品質保証引当金 50,862千円 

繰越欠損金 3,343千円 

未払事業所税 4,997千円 

貸倒引当金限度 

 超過額 

12,207千円 

役員賞与引当金 

 限度超過額 

17,823千円 

その他 2,081千円 

繰延税金資産合計 157,243千円 

[固定の部]   

繰延税金資産   

減価償却超過額 432,469千円 

一括償却資産 271千円 

投資有価証券評価損 17,413千円 

その他 7,502千円 

繰延税金資産合計 457,657千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 1,455千円 

有価証券評価差額金 396,273千円 

繰延税金負債合計 397,729千円 

繰延税金資産の純額 59,928千円 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳 

法定実効税率 42.0％ 

（調整）   

評価性引当金 △13.1％ 

持分法損益 11.9％ 

交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 

  

1.5％ 

試験研究費の特別税額 

 控除等 

  

△5.1％ 

住民税均等割等 1.0％ 

その他 0.7％ 

税効果会計適用後の法人

税等の負担率 

  

38.9％ 

    

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。 

 



前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

３.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正について 

───────── 

繰延税金資産（流動の部）の計算に使用した法定実効

税率は、前連結会計年度42.0％、当連結会計年度

40.7％であり、当連結会計年度における法定実効税率

の変更により、繰延税金資産の金額が3,442千円減少

し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額の金

額が 3,442千円増加しております。 

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グループはＩＴコンサルティングサービス関連事業を 

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当する事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計

及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、その記載を省略しており

ます。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略

しております。 

【関連当事者との取引】 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額       57,138円06銭     65,820円54銭 

１株当たり当期純利益      3,926円00銭 10,131円31銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 10,126円32銭 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  

   

 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 １株当たり当期純利益     

当期純利益（千円） 458,423 1,171,239 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 458,423 1,171,239 

期中平均株式数（株） 116,766 115,606 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 57 

  （うち新株予約権）  (－) (57) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権200個 

（新株予約権の目的たる株式の種類

及び数 普通株式200株） 

 ───────── 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

─────────  平成18年１月12日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

 １．平成18年２月１日付けをもって普通株式１株につき、

４株に分割しております。 

   (1) 分割により増加する株式数 

   普通株式 357,480株 

  (2) 分割の方法 

    平成18年1月31日最終の株主名簿および実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式数を１株

につき４株の割合をもって分割する。 

   (3) 配当起算日 

   平成18年１月１日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当た

り情報は以下のとおりとなります。 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額  

14,284円52銭  16,455円14銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

981円50銭 2,532円83銭 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

-   2,531円58銭  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区  分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 650,000 － － － 

１年内返済予定長期借入金 566,000 468,000 0.8 平成18年７月 

長期借入金 

（１年内に返済予定のものを除く。） 
468,000 － － － 

合  計 1,684,000 468,000 0.8 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,721,560   4,561,153  

２．売掛金   1,093,638   1,955,959  

３．商品   1,993   9,122  

４．製品   3,468   3,468  

５．前払費用   135,099   155,600  

６．繰延税金資産   106,912   151,606  

７．短期貸付金   300,000   －  

８．その他   74,888   83,431  

９．貸倒引当金   △700   △30,000  

流動資産合計   5,436,861 59.1  6,890,343 67.8 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  216,817   216,516   

減価償却累計額  107,448 109,369  123,666 92,850  

(2）器具及び備品  505,181   620,524   

減価償却累計額  300,072 205,108  380,470 240,053  

(3）土地   484   484  

有形固定資産合計   314,962 3.4  333,387 3.3 

２．無形固定資産        

(1）特許権   －   1,427  

(2）商標権   6,381   5,484  

(3）ソフトウェア   969,279   408,329  

(4）電話加入権   5,578   5,578  

無形固定資産合計   981,238 10.7  420,819 4.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   1,817,349   1,602,713  

(2）関係会社株式   199,558   470,712  

(3）繰延税金資産   114,669   101,477  

(4）敷金保証金   322,582   321,692  

(5）その他   5,710   15,710  

投資その他の資産合計   2,459,870 26.8  2,512,306 24.8 

固定資産合計   3,756,071 40.9  3,266,513 32.2 

資産合計   9,192,932 100.0  10,156,856 100.0 

        

 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   183,270   466,275  

２．短期借入金   650,000   －  

３．１年内返済予定長期借入金   566,000   468,000  

４．未払金   362,477   366,781  

５．未払費用   1,996   5,595  

６．未払法人税等   49,820   834,554  

７．未払消費税等   72,542   128,406  

８．預り金   125,874   207,840  

９．前受収益   46,249   69,247  

10．品質保証引当金   45,000   125,000  

11. 役員賞与引当金    －   40,500  

12．その他   1,575   －  

流動負債合計   2,104,805 22.9  2,712,200 26.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   468,000   －  

固定負債合計   468,000 5.1  － 0.0 

負債合計   2,572,805 28.0  2,712,200 26.7 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  1,421,815 15.5  1,421,815 14.0 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金    2,495,772    2,495,772  

資本剰余金合計   2,495,772 27.1  2,495,772 24.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金    27,748    27,748  

２．任意積立金        

(1）特別償却準備金    5,194    3,716  

３．当期未処分利益    3,265,697    3,973,969  

利益剰余金合計   3,298,640 35.9  4,005,435 39.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※２  366,756 4.0  577,610 5.7 

Ⅴ 自己株式 ※３  △962,857 △10.5  △1,055,978 △10.4 

資本合計   6,620,127 72.0  7,444,656 73.3 

負債・資本合計   9,192,932 100.0  10,156,856 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．ＩＴコンサルティングサー
ビス 

 8,377,932   10,168,735   

２．ハードウェア等プロキュア
メントサービス 

 889,591 9,267,524 100.0 677,517 10,846,252 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．ＩＴコンサルティングサー
ビス 

 4,234,168   4,931,831   

２．ハードウェア等プロキュア
メントサービス 

 768,628 5,002,796 54.0 577,955 5,509,786 50.8 

売上総利益   4,264,727 46.0  5,336,465 49.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  108,559   111,250   

２．役員報酬  113,680   165,464   

３．給与及び賞与  1,686,323   1,451,172   

４．福利厚生費  214,001   238,918   

５．研修費  106,839   103,017   

６．研究開発費 ※１ 330,262   676,260   

７．旅費交通費  141,393   122,631   

８．交際費  18,765   25,743   

９．減価償却費  145,668   135,747   

10．賃借料  130,110   130,059   

11．採用費  152,657   94,944   

12．消耗品費  20,846   26,199   

13．支払手数料  28,489   24,154   

14．その他  177,181 3,374,779 36.4 222,095 3,527,660 32.5 

営業利益   889,947 9.6  1,808,805 16.7 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  4,490   6,415   

２．受取配当金  6,129   2,268   

３．為替差益  5,108   3,176   

４．その他  5,764 21,493 0.2 4,737 16,597 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  16,118   10,121   

２．その他  1,522 17,640 0.2 1,526 11,647 0.1 

経常利益   893,800 9.6  1,813,755 16.7 

Ⅵ 特別利益        

１. 貸倒引当金戻入益  13,273   －   

２. 事業整理損失引当金戻入益  11,769   －   

３. 投資有価証券売却益  567,764 592,807 6.4 569,114 569,114 5.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ －   1,584   

２．関係会社株式評価損  3,127   122,947   

３．オフィス移転費用   27,864   －   

４．貸倒引当金繰入額   －   30,000   

５．事業整理損 ※４ －   13,050   

６．契約解約損失  198,000   12,249   

７．ソフトウェア償却費 ※２ 279,554   357,769   

８．ソフトウェア除却損   9,360 517,906 5.6 62,564 600,167 5.5 

税引前当期純利益   968,701 10.4  1,782,702 16.4 

法人税、住民税及び事業税  287,531   939,602   

法人税等調整額  102,622 390,154 4.2 △176,160 763,441 7.0 

当期純利益   578,546 6.2  1,019,260 9.4 

前期繰越利益   2,687,150   2,954,709  

当期未処分利益   3,265,697   3,973,969  

        



売上原価明細書 

１．ＩＴコンサルティングサービス 

(注) １．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。（※１） 

  ２．原価計算方法はプロジェクト別実際個別原価計算を採用しております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費        

１．給与及び賞与  1,820,348   2,386,989   

２．福利厚生費  201,513 2,021,861 46.9 276,017 2,663,006 52.9 

Ⅱ 外注費            

１．外注費  1,202,493 1,202,493 27.9 1,348,113 1,348,113 26.8 

Ⅲ 経費        

１．旅費交通費  364,914   341,127   

２．減価償却費  373,017   193,029   

３．賃借料  210,858   217,750   

４．消耗品費  45,610   32,277   

５．品質保証引当金繰入額  △69,000   80,000   

６．その他  165,181 1,090,582 25.2 160,506 1,024,690 20.3 

当期総製造費用   4,314,938 100.0  5,035,811 100.0 

期首仕掛品たな卸高   －   －  

合計   4,314,938   5,035,811  

期末仕掛品たな卸高   －   －  

他勘定振替高 ※１  80,770   103,979  

当期売上原価   4,234,168   4,931,831  

        

項目 前事業年度 当事業年度 

販売費及び一般管理費への振替額

（千円） 
80,770 103,979 

合計（千円） 80,770 103,979 



２．ハードウェア等プロキュアメントサービス 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

期首商品たな卸高   －   1,993  

期首製品たな卸高   3,469   3,468  

当期商品仕入高   769,650   584,315  

当期製品仕入高   970   769  

合計   774,090   590,546  

期末商品たな卸高   1,993   9,122  

期末製品たな卸高   3,468   3,468  

当期売上原価   768,628   577,955  

        



③【利益処分計算書】 

（注）期別欄の日付は、株主総会承認日であります。 

  
前事業年度 

（平成17年３月24日） 
当事業年度 

（平成18年３月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   3,265,697  3,973,969 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額  1,477 1,477 1,595 1,595 

合計   3,267,174  3,975,564 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  312,465 312,465 311,399 311,399 

Ⅳ 次期繰越利益   2,954,709  3,664,165 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品及び製品 

総平均法による低価法 

(1）商品及び製品 

同 左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、３年間で

均等償却しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1) 有形固定資産 

同 左 

 建物     ３～31年 

器具及び備品 ３～10年 

 

 (2) 無形固定資産 

(イ)自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

(イ)自社利用のソフトウェア 

同 左  

 (ロ)市場販売目的のソフトウェア 

見込販売数量に基づく償却額と見込

販売可能有効期間（３年）に基づく

定額法のいずれか大きい額を償却す

る方法 

(ロ)市場販売目的のソフトウェア 

同 左 

 (ハ)その他 

定額法 

(ハ)その他 

同 左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

  (2）品質保証引当金 

技術革新の著しいオープンシステム

のコンサルテーションまたはシステ

ム開発業務(ＩＴコンサルティングサ

ービス)については、契約時ないし決

算時には予見不能な問題解決のため

の役務の提供が不可避的に発生する

ケースがあります。当社は、ＩＴコ

ンサルティングサービスに関して顧

客に満足していただける品質水準を

保証するため、この役務提供を無償

で実施する場合があります。そこ

で、ＩＴコンサルティングサービス

について、売上計上後の追加原価の

発生に備えるため、過去の実績に基

づき算出した発生見積額を品質保証

引当金として計上しております。 

(2) 品質保証引当金 

同 左 

 ─────────  (3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支払に充てるため、当事

業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

５．売上高及び売上原価の計

上方法 

売上高のうち、ＩＴコンサルティングサ

ービス売上については、各プロジェクト

毎に売上原価を発生基準で認識し、これ

に対応する売上を原価進捗率（プロジェ

クト別の見積総原価に対する実際発生原

価の割合）に応じて認識する方法（進行

基準）によっております。 

同 左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同 左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

  税抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

同 左 

     



重要な会計方針の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（市場販売目的のソフトウェアの償却方法）  ───────── 

従来、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販

売可能有効期間（３年）に基づく定額法によっておりま

したが、当事業年度において、当該ソフトウェアの重要

性が増したため、当事業年度より、見込販売数量に基づ

く償却額と見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額

法のいずれか大きい額を償却する方法に変更いたしまし

た。 

これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。 

  

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（貸借対照表）  ───────── 

前事業年度まで区分掲記していた「設備関係未払金」

は、当事業年度末において負債及び資本の合計額の100

分の１以下であるため、流動負債の「未払金」に含めて

表示することといたしました。 

なお、当事業年度末の「設備関係未払金」は1,895千円

であります。 

  



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ───────── １．役員賞与引当金 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ───────── 

 役員賞与は従来、利益処分により利益剰余金の減少と

して処理することとしておりましたが、「役員賞与の

会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告第13号）に基づき、当事業年度より

発生時に費用として処理しております。 

 この結果、前事業年度と比較して、販売費及び一般

管理費が40,500千円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が同額減少しております。 

 ２．法人事業税における外形標準課税部分の計上について

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

  

※１．授権株数     普通株式 473,440株 

発行済株式総数  普通株式 119,160株 

※１．授権株数     普通株式 473,440株 

発行済株式総数  普通株式 119,160株 

※２．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

366,756千円であります。 

※２．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

577,610千円であります。 

※３．保有自己株式数  普通株式 3,432株 ※３．保有自己株式数  普通株式 3,827株 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

 330,262千円  676,260千円 

 ※２．ソフトウェア償却費 

市場販売目的のソフトウェアについて、より保守的

な資産評価を行ったことによる追加償却でありま

す。  

 ※２．ソフトウェア償却費 

同 左  

─────────  ※３．固定資産除却損  

 建物 264千円 

器具及び備品 1,320千円 

合計 1,584千円 

───────── 

  

 ※４．事業整理損 

     関係会社株式売却損         13,050千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年12月31日現在）及び当事業年度（平成17年12月31日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 

78,598 48,664 29,933 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 

30,595 23,870 6,725 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 26,697千円 

１年超 2,238千円 

合計 28,936千円 

１年内 4,108千円 

１年超 2,660千円 

合計 6,768千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 38,666千円 

減価償却費相当額 39,781千円 

支払利息相当額 964千円 

支払リース料 20,956千円 

減価償却費相当額 20,296千円 

支払利息相当額 376千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同 左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料   未経過リース料 

１年内 5,592千円 

１年超 774千円 

合計 6,366千円 

１年内 785千円 

１年超 - 千円 

合計 785千円 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

[流動の部]   

繰延税金資産   

未払事業税 6,350千円 

品質保証引当金 18,310千円 

貸倒引当金限度超過額 284千円 

未払事業所税 5,607千円 

契約解約損失  68,725千円 

その他 7,634千円 

繰延税金資産合計 106,912千円 

[固定の部]   

繰延税金資産   

減価償却超過額 301,604千円 

投資有価証券評価損 59,369千円 

一括償却資産 626千円 

その他 7,233千円 

繰延税金資産合計 368,834千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 2,549千円 

有価証券評価差額金 251,615千円 

繰延税金負債合計 254,165千円 

繰延税金資産の純額 114,669千円 

[流動の部]   

繰延税金資産   

未払事業税 65,136千円 

品質保証引当金 50,862千円 

貸倒引当金限度超過額 12,207千円 

未払事業所税 4,997千円 

役員賞与引当金限度超過額 16,479千円 

その他 1,924千円 

繰延税金資産合計 151,606千円 

[固定の部]   

繰延税金資産   

減価償却超過額 432,469千円 

一括償却資産 271千円 

子会社株式 58,942千円 

その他 7,522千円 

繰延税金資産合計 499,207千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 1,455千円 

有価証券評価差額金 396,273千円 

繰延税金負債合計 397,729千円 

繰延税金資産の純額 101,477千円 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳 

法定実効税率 42.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 

  

1.1％ 

試験研究費の特別税額 

控除等 

  

△4.0％ 

住民税均等割等 0.8％ 

税率変更による期末繰延 

 税金資産の減額修正 

  

0.4％ 

税効果会計適用後の法人

税等の負担率 

  

40.3％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 

  

1.1％ 

試験研究費の特別税額 

控除等 

  

△1.9％ 

住民税均等割等 0.4％ 

留保金課税 

その他 

3.0％ 

△0.5％ 

税効果会計適用後の法人

税等の負担率 

  

42.8％ 

３.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正について 

───────── 

繰延税金資産（流動の部）の計算に使用した法定実

効税率は、前事業年度42.0％、当事業年度40.7％で

あり、当事業年度における法定実効税率の変更によ

り、繰延税金資産の金額が3,442千円減少し、当事業

年度に計上された法人税等調整額の金額が 3,442千

円増加しております。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額     57,204円20銭   64,549円23銭 

１株当たり当期純利益 4,954円75銭      8,816円68銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   －  8,812円33銭 

  潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載

しておりません。  

  

   

 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円） 578,546 1,019,260 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 578,546 1,019,260 

期中平均株式数（株） 116,766 115,606 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 57 

  （うち新株予約権）  (－) (57) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権200個 

（新株予約権の目的たる株式の種類

及び数 普通株式200株） 

───────── 

  

  



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

─────────  平成18年１月12日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

 １．平成18年２月１日付けをもって普通株式１株につき、

４株に分割します。 

   (1) 分割により増加する株式数 

   普通株式 357,480株 

  (2) 分割の方法 

    平成18年1月31日最終の株主名簿および実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式数を１株

につき４株の割合をもって分割する。 

   (3) 配当起算日 

   平成18年１月１日 

  

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報は

以下のとおりとなります。 

  

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額  

14,301円05銭  16,137円31銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

1,238円69銭 2,204円17銭 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

 - 2,203円08銭  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

(注)１.社内システム増強のためのサーバー・パソコン・周辺機器及びネットワーク機器など133,806千円を「器具及

び備品」に計上しております。 

  ２.ソフトウェアの当期償却額573,416千円のうち、357,769千円は市場販売目的のソフトウェアについて、より

保守的な資産評価を行った追加償却であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 200 970,000 

大和生命保険株式会社 6,000 300,000 

ハミングヘッズ株式会社 600 150,000 

株式会社デジタルスケープ 300 89,100 

日本サードパーティ株式会社 100 65,000 

株式会社ケーヨー 15,400 11,873 

株式会社岩田屋 23,500 9,752 

株式会社ポピンズコーポレーション 100 5,000 

ウッドランド株式会社 3,500 1,988 

計 49,700 1,602,713 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 216,817 154 455 216,516 123,666 16,408 92,850 

器具及び備品 505,181 133,806 18,463 620,524 380,470 97,542 240,053 

土地 484 － － 484 － － 484 

有形固定資産計 722,483 133,960 18,918 837,524 504,136 113,950 333,387 

無形固定資産        

商標権 8,802 － － 8,802 3,318 896 5,484 

ソフトウェア 1,430,125 75,450 76,452 1,429,124 1,020,794 573,416 408,329 

電話加入権 5,578 － － 5,578 － － 5,578 

特許権 － 1,442 － 1,442 15 15 1,427 

無形固定資産計 1,444,505 76,892 76,452 1,444,946 1,024,126 574,328 420,819 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式数は、3,827株であります。 

   ２．特別償却準備金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものです。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額(その他) 700千円は一般債権の洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,421,815 － － 1,421,815 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注)１ （株） (119,160) (－) (－) (119,160) 

普通株式 （千円） 1,421,815 － － 1,421,815 

計 （株） (119,160) (－) (－) (119,160) 

計 （千円） 1,421,815 － － 1,421,815 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金      

株式払込剰余金 （千円） 2,495,772 － － 2,495,772 

計 （千円） 2,495,772 － － 2,495,772 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （千円） 27,748 － － 27,748 

任意積立金      

特別償却準備金(注)２ （千円） 5,194 － 1,477 3,716 

計 （千円） 32,943 － 1,477 31,465 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 700 30,000 － 700 30,000 

品質保証引当金 45,000 80,000 － － 125,000 

役員賞与引当金 － 40,500 － － 40,500 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

(A）相手先別内訳 

(B）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ 商品 

ニ 製品 

区分 金額（千円） 

現金 406 

預金の種類  

普通預金 3,982,121 

当座預金 57,454 

定期預金 500,000 

別段預金 4,451 

その他 16,719 

小計 4,560,747 

合計 4,561,153 

相手先 金額（千円） 

佐川急便株式会社 446,436 

曙ブレーキ工業株式会社 267,135 

シンキ株式会社 220,851 

株式会社大分銀行 202,962 

株式会社東京都民銀行 87,686 

その他 730,886 

合計 1,955,959 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,093,638 11,388,565 10,526,244 1,955,959 84.3 48.9 

区分 金額（千円） 

ＰＣ、サーバー、ネットワーク関連機器及びそれらの周辺製品 9,122 

区分 金額（千円） 

ＩＳＤＮ通信ボード 3,468 



② 流動負債 

イ 買掛金 

ロ 未払法人税等 

(3）【その他】 

 特記事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社鹿児島銀行 68,250 

富士通株式会社 67,634 

株式会社富士通ソフトウエアテクノロジーズ 38,430 

蝶理情報システム株式会社 26,129 

菱洋エレクトロ株式会社 25,775 

その他  240,056 

合計 466,275 

区分 金額（千円） 

 法人税 556,002 

 事業税 160,079 

 住民税 118,473 

合計 834,554 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年３月23日開催の定時株主総会において、定款の一部を変更し、電子公告制度の導入のための商法等

の一部を改正する法律に基づき、公告の方法は電子公告により行なうこととしている。但し、電子公告による

ことができない事故その他のやむをえない事由が生じたときには、日本経済新聞に掲載して行う。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株券 10株券 １株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 ─ 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 

東京都において発行する日本経済新聞 

(注)商法特例法第16条第5項(平成16年改正前は同条第3項)に基づき、商法第

281条第1項第1号及び第2号に定める貸借対照表及び損益計算書に係る情報

を、当会社のインターネット・ホームページ(アドレス(URL)は、

http://www.future.co.jp/home/ire/index.html)において提供している。 

株主に対する特典 該当する事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１) 自己株券買付状況報告書 

平成17年１月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年12月１日 至 平成16年12月31日） 

(２) 自己株券買付状況報告書 

平成17年２月15日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年１月31日） 

(３) 自己株券買付状況報告書 

平成17年３月15日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日） 

(４) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第16期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月25日関東財務局長に提

出 

(５) 自己株券買付状況報告書 

平成17年４月20日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月24日） 

(６) 臨時報告書 

平成17年８月26日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(ストックオプション制度に基づく新株予約権

の発行)に基づく臨時報告であります。 

(７) 半期報告書 

（第17期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月22日関東財務局長に提出 

(８) 自己株券買付状況報告書 

平成17年10月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 

(９) 自己株券買付状況報告書 

平成17年11月11日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日） 

(10) 自己株券買付状況報告書 

平成17年12月１日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日） 

(11) 自己株券買付状況報告書 

平成18年１月13日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日） 

(12) 自己株券買付状況報告書 

平成18年２月２日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日） 

(13) 自己株券買付状況報告書 

平成18年３月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日） 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年３月24日

フューチャーシステムコンサルティング株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 樫谷 隆夫   印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 渡辺 浩一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフュー

チャーシステムコンサルティング株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フュ

ーチャーシステムコンサルティング株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、従来、会社は市場販売目的のソフト

ウェアの償却方法に関する会計方針につき見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額法を採用していたが、当連結会計

年度より見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額法のいずれか大きい額を償却する方

法に変更した。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  平成18年３月23日

フューチャーシステムコンサルティング株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 樫谷 隆夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 浩一郎  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフューチ

ャーシステムコンサルティング株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フュ

ーチャーシステムコンサルティング株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  平成17年３月24日

フューチャーシステムコンサルティング株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 樫谷 隆夫   印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 渡辺 浩一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフュー

チャーシステムコンサルティング株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第16期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フューチ

ャーシステムコンサルティング株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針の変更に記載されているとおり、従来、会社は市場販売目的のソフトウェアの償却方法に関する会計方

針につき見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額法を採用していたが、当事業年度より見込販売数量に基づく償却額

と見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額法のいずれか大きい額を償却する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年３月23日

フューチャーシステムコンサルティング株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 樫谷 隆夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 浩一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフュー

チャーシステムコンサルティング株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第17期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フューチ

ャーシステムコンサルティング株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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